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資料紹介
スペイン経済： 1987年—ースペイン銀行
「年次報告』より＊一—
楠
?
義
はしがき
1973年秋の「石油危機」に襲われて以来，実に久しく低迷と混乱を続けていたスペイン
の経済社会は，ーーその間に，フランコ独裁政権の終焉〔1975年秋〕からフェリペーゴン
サレスの現社会労働党政権への移行〔1982年秋〕という， ドラスティックな政治的社会的
変革が並行して進んだとはいえーーようやく1986年に長かったトンネルから抜け出して，
1987年には「力強い回復」の第二年目を迎えた。本稿からも，こうして自信を取り戻しつ
つあるスペインの経済社会の実態が随処に読み取れるであろう。
なお，この年のスペイン銀行「年次報告： 1987年版」 lnformeAnual 1987の目次は，
以下のとおりであり，小稿はその第1章の2節を訳出したものである。
第1章 1987年の世界経済とスペイン経済
1節世界経済
1.1 はじめに
1-2工業国
1. 3 発展途上国
1. 4 1988年の展望
2節スペイン経済の推移
2.1 はじめに
2.2需要
2. 2.1. 国内需要
本書 179ページ
179 , 
186 , 
188 , 
＊本稿は,1989年度の関西大学．．学術研究助成基金による共同研究（テーマ：「南欧
NIESと東アジア NIESの経済・社会発展の比較研究」）の成果の一部である。
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2.2.2 外国需要
2.3生産
2.3.1 農漁業
2.3.2 第二次産業
・2. 3. 3 サービス業
2.4 労働市場
2.4.1 雇用の推移
2.4.2 労働力人口の増加
2.4.3 失業の構造
2.5 物価と生産コスト
2.6 政府部門
第2章貨幣政策
1節 1987年の貨幣政策の目標
2節 1987年の貨幣政策の全体的な推移
本書 197ページ
212 II 
213 11 
214 " 
220 II 
223 11 
224 " 
228 11 
232 , 
234 II 
243 , 
3節 通貨供給量（マネーサプライ）の動向と一般大衆の金融資産〔ストック〕
4節利子率の推移
5節貨幣政策と為替政策の軋礫
6節政策編成上の問題
7節通貨管理にかんする現素案についての若干の考察
第3章スペイン経済のファイナンス
1節スペイン経済の資金フロー
2節対外資本移動
3節政府部門のファイナンス
4節民間部門のファイナンス
付表金融制度にかんして採択された主な法令〔1987年1月~1988年3月〕
なお，本書に付属してB5版342ページからなる「年次報告・統計編」 Informe Anual 
1987 /A屈ndiceEstadisticoも刊行されていることを付記しておこう。
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略号一覧
ALP: Activos liquidos en manos del publico 
一般大衆の手元にある流動資産（いわゆる M3)
BE : Banco de Espana スペイン銀行
CAMPSA :・Compaii.ia Arrendataria del Monopolio:de Petr6leos, S. A. 
石油専売株式会社
CEOE : Confederaci6n Espanola de Organizaciones Empresariales. 
スペイン企業組織連合（経団連）
CNE: Contabilidad Nacional de Espana. 
DGA : Direcci6n General de Aduanas. 
EPA: Encuesta poblaci6n activa. 
INE: Instituto Nacional de Estadistica. 
IVA: Impuesto sobre el Valor Aiiadido. 
スペイン国民経済計算
税関庁
労働力調査
国民統計協会
付加価値税
MOPU: Ministerio de Obras Publicas y Urbanismo. 公共事業・都市整備省
OFICEMEN : Agrupaci6n de Fabricantes de Cemento de Espana. 
スベイン・セメント製造業連合会
SEOP AN : Asociaci6n Empresas Constructoras de Am bito Nacional. 
全国建設企業連盟
なお，〔 〕は原書のカッコを，（ ）は訳者による加筆を示す。
スペイン経済の推移
2. 1 はじめに
， 
重大な不確実性の要因によって特徴づけられた国際状況と， EEC諸国の大半において
低くてしかも下降気味の成長率が支配的であっtこヨーロッパの経済情勢のなかにあって，
スペインはこの (86年と87年の） 2年間をつうじて力強い拡大過程を歩んできた。
規律と反インフレをめざした経済政策の枠組みのなかで， 80年代前半にスペイン経済が
遂行してきた強力な調整と，石油や他の一次産品の価格低下とドルの減価によってもたら
された実質交易条件の大幅な改善，それにスペインがついに果たした EEC加盟に伴って
拡大したチャンスと競争は，国内需要一ーそれは， 1985年以降，輸出に代わって主たる成
長促進要因となった一ーの急速で大幅な強化をもたらした。
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1-5表・主なマクロ経済指標： 1987年 （単位： 10億ベセタ）
1986年 1987年 変化率 GDP 
実質値＊ 実質値 1 名目値 実質 1価格 1名目 成寄長与へ度の ． 
国内民間消費 10,633.5 11,218.3 22,692.6 5.5 5.3 1. 1 3.48 
政府消費 2,423.2 2,641.3 5,132.0 9.0 6.0 15.5 1. 30 
総資本形成 3,576.6 4,159.2 7,761.9 16.3 4.7 21. 8 3.47 
固定資本 3,418.4 3,914.3 ?,359.3 14.5 5.2 20.4 2.95 
建 設 2,085.5 2,315.2 4,329.1 1. 0 5.5 17.1 1. 36 
プラント 1,332.6 1, 59. 1 3,030.2 20.0 4.5 25.4 1. 59 
在庫変動 158. 2 244.9 402.6 0.52 
国内需要 16,633.3 18,018.8 35,586.5 8.3 5.2 13.9 8.25 
輸 出 3,492.2 3,720.9 7,046.3 6.5 2.5 9.2 1. 36 
財 貨 2,225.0 2,3?1.8 4,302.5 6.6 2.5 9.3 0.87 
サーピス 1,267.2 1,349.1 2,?43.8 6.5 2.4 9. 1 0.49 
輸 入 3,310.7 4,057.3 6,951.1 22.5 -0. 7 21. 6 -4.44 
財 貨 2, 96?. 9 3,695.0 6,136.9 24.5 -0.8 23.5 -4.32 
I 
サービス 342.8 362.3 814.2 5. 7 3.5 9.4 -0.12 
経常海外余剰＊＊ 181. 5 -336. 4 95.2 -3.08 
国〔市内場総価格生表産示〕 16,814.8 17,682.4 35,681.7 5.2 6. 1 11.6 5.n 
出所〕 INEおよび BE.*1980年価格で表示。
＊＊これは，原著では SALDONETO EXTERIORであり，これまで一一本誌38
巻5号の1-6表，同39巻1号の1-7表では一ー「貿易残高」と訳してきたが
「経常海外余剰」のほうがより適切であるので訂正する次第である（訳者）。
国内需要の拡張はそのすべての構成要素に一一つまり，民間・公共両部門の消費や投資
に一ー影響をあたえたが，しかしもっとも強い影響は資本形成において現れた〔1-5
表〕。 1985年からますます底堅くなり一般化してきた利潤の回復に元気づけられた企業は，
まずはじめにそのファイナンスの構造を健全化し，しかる後に¥長期にわたる低い資本化
（投資活動）の悪影響を露呈していた生産設備を改善し拡充するため，かなり大がかりな
投資フ゜ロセスに取り組めるようになった。さらに公共投資は，国のレベルにおいても自治
州や地方公共団体のレベルにおいても急速に推進されたが，このことは，住宅―とりわ
け自由な（助成なしの）住宅ー一部門の力強い回復ともあいまって，建設投資の強いブー
ムを決定づけた。最後に，生産水準の上昇や，スペイン経済の大幅な対外開放の確立，そ
れに農業の大豊作によって，在庫（投資）の増加がもたらされた。全体として総資本形成
は1986年と87年にそれぞれ実質で14.4彩と16.3形の成長率を達成したのである。
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消費需要もまた，この2年間に底堅い伸びを示した。公共消費は1986年に5.196, 1987 
年には9形の実質成長率を記録し，民間消費もそれぞれ実質で3.7形と 5.5 9lる増加したの
である。家計の消費支出は，①雇用が拡大し，③1986年から87年にかけてのインフレーシ
ョンの鈍化に伴って実質賃金が上昇し， ③個人経営者一ー1987年にはとくに農業経営者
一の収入が改善された結果，向上した労働所得によって支えられており，また資本所得
の上昇によっても押し上げられた。全体として家計の実質可処分所得は，ー一匝接税なら
びに社会保障の負担と給付にともなって〔差し引きすれば〕ますます重くなるマイナスの
影響をこうむっているにもかかわらずー一この2年間にわたり力強く拡大した。それに加
えて，一部の家計が金融資産と実物資産から引き出した収益（キャヒ゜タル・ゲイン）を挙げ
ねばならない。このことと将来の所得にかんする期待の改善とによって家計は， 1987年に
可処分所得にたいする消費支出の割合（消費性向）を上昇させ，さらに信用を利用した耐
久財の購入を強く拡大するようになった。言い換えれば，どうみても家計の貯蓄性向は
1987年に低下したと言わざるを得ないのである。
1985年に3形近い伸びを記録した国内需要は全体として， 1986年に6形のそして1987年
にも 8.3彩の実質増加率を達成したのである。
こうした国内需要の伸びの一部は輸入に振り向けられたが， 輸入はまた， スペインの
EEC加盟にもとづく貿易保護の水準の低下やドルの大幅な減価によっても促進された。
実質的な輸入の急増-1986年に商品輸入は17劣増で，財・サービス輸入は15.491る増であ
ったが， 1987年にはそれぞれ24.59lる増と22.5形増になったーは，国内供給を補完するこ
とになり，価格（上昇）圧力を緩和し，かつ経済の生産設備を改善するのにおおいに貢献
した。他方，輸出は， ①世界の広範囲にわたって（有効需要の創出と）吸収が後退した
り，伸びても弱々しかったために，また②ドルにたいして為替レートが増価（上昇）した
—その効果は，ある場合には，従前の間接税のシステムに組み込まれていた補助金の撤
廃によって強められた一ーために， そしてまた③国内需要の：圧力によっても， 悪影響を
うけた。 1986年に財貨の輸出の減少が実質で3.5形に達したので，財・サービスの輸出の
実質的な伸びは，観光の良好な動向にもかかわらずたった19lるにとどまった。 1987年には
財貨の輸出が回復して，その伸ぴ率は実質で6.6形になったので，前年ほど観光（収入）
が伸びなかったけれども，財・サービス輸出の伸びは6.5形の率を達成できたのである。
国内総生産 GDPの成長にたいする純外国需要（経常海外余剰）全体の実質的寄与度は，
この2年間マイナスであった。それゆえGDPの実質成長率は，ーー1986年に3.03形，1987
年には5.2彩とかなり高かったものの一一国内需要のそれをかなり下回ったのである。
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需要と生産活動の拡大は，’力強い雇用の伸びをもたらした〔1986年に 2.3彩増， 1987年
には 3.1彩増〕。就業者数の増加は非農業部門全般に見られ， とくにサービス業で著しか
ったのに対して，農業は労働力を排出し続けた〔1986年におけるそのリズムは，大農作の
1987年に比べてずっとひどかった〕。
このように雇用が拡大したにもかかわらず，失業率は1987年の第IV四半期に依然として
20彩の水準にあり一ー1985年と86年には22.0彩であった一ー，失業者数もこの2年間をつ
うじて約5万7000人しか減らなかった。その原因は，ーー潜在的な労働力人口が増加した
り，労働市場における状況の改善を前にして労働力率＇（労働力人口／生産年齢人口）が回
復した結果――労働力人口が大きく増加したからである〔1986年2.0彩増， 1987年には2.5
％増〕。
スペイン経済の大幅な回復は， 1985年から 87年の間に3.6彩ポイントに達する〔年平
均〕インフレ率の低下と両立できた。もっとも，こうした低下は， 1986年1月に間接税の
変更と付加価値税 IVAの導入が実現された結果，不規則な推移をたどったのであるが，
1987年頃にはその不規則性も克服された。 1987年に消費者物価は年間をつうじて（累積的
に） 4.6彩上昇し，この消費者物価で計った年平均インフレ率は 5.2彩になった。そして
EEC諸国全体にたいするインフレ格差は， 2彩ボイント余り縮小したのである。また
GDPデフレーターの上昇率も6.1彩まで下がった。つまり， 1986年の急騰 (10.9彩増）の
後をうけて， (1987年には） 1985年 (8.7彩増）に比べて 2.6彩ボイントも低下したのであ
るC1-24表）。
輸入の供給増とその価格低下は一ー利用者たちには部分的にしか波及しなかったとはい
ぇ，とくに1986年のエネルギー輸入については一，この時期におけるインフレーション
の重要な緩和要因であったと言える。そしてまた1987年には，農産物価格が同じ役割を果
たしたのである。単位労働コスト（の低下）もまたインフレーションの鈍化に貢献したが，
しかし1986年に間接税のシステムに導入された変化や， 1986年と87年における（企業）マ
ージンの増大によって，その鈍化のプロセスは停頓した。
国内需要の圧力，貿易保護の水準の低下，為替レートの動き，そして外国市場のゆるや
かな成長， といった諸要因が一ーすでに指摘したように一一実質的な貿易収支尻の大幅な
悪化をもたらした。その結果，経常収支の黒字幅は， 1986年に実質交易条件の大きな改善
にも助けられて GDPの1.8彩にまで達したのに， 1987年には GDPの0.1彩（弱）．を占
めるにとどまった〔1-6表〕。かくして外国にたいする純貸付額がかなり減少し，また
(86年と87年の）両年にわたり公共部門へのファイナンスの必要性が緩和されたのである
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1-6表経常収支
1986 〔り
ヽ
受取 l支払 I収支尻
貿易収支 3,719 4,595 - 876 
貿易外収支 2,731 1,434 1,291 
観｀光・旅行 1. 672 210 1,462 
投資収益 209 488 -279 
その他サービス 850 736 114 
移転収支 391 244 153 
民 間 274 65 209 
政 府 123 179 -56 
経常収支 6,847 6,273 574 
1986(a〕
単位： 10偉ペセタ
. 198冗b)
受取！支払 i収支尻
4,101 
2,884 
1,826 
199 
859 
574 
372 
202 
7,559 
5,708 -1, 607 
1,577 1,307 
241 1,583 
542 -343 
794 65 
251 323 
94 278 
-157 45 
7,536 23 
単位： 100万ドル
198冗b〕
1 受取 I支払＼収支尻 1受取 i支払 I収支尻
貿易収支 26,601 32,937 -6,336 
貿易外収支 19,637 10,263 9.3~4 
槻光・旅行 12,058 1,514 10,544 
投資収益 1. 489 3,483 -1, 994 
その他サービス 6,090 5,266 824 
移転収支 2,856 1,762 1,094 
民 間 1,956 467 1,489 
政 府 900 1,295 - 395 
経常収支 49,094 44,962 4,132 
出所〕 Secretaria de Estado de Comercio. 
a〕暫定値
b〕予測値
33,401. 46,483 -13,082 
23,338 12,810 10 528 
14,760 1,938 12,822 
1,615 4,434 -2,819 
6,963 6,438 525 
4.668 2,03? ・2,631 
3,038 765 2,273 
1,630 1,272 358 
61,407 61,330 77 
が，基本的にはそれらに対応して，スベイン経済の資本・金融勘定において企業と家計の
資金（収支）黒字幅に一ーこれらの（民間）部門で貯蓄よりも投資が強化されたために生
じた一大きな減少が見られたのである。
この2年間，公共部門へのファイナンスの必要性がかなり減少した〔1985年に GDPの
7形を占めていた状態から， 1986年には 5.7%に，また1987年には 3.6彩になった〕が，
この原因は公共部門の純可処分所得が大幅に上昇した点に求められる〔1-26表〕。こう
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した上昇はまた，その経常収入の非常に急速な増加—それは， 1986年の間接（付加価値）
税と1987年の直接税の賦課によって促進された一ーと，経常移転支出のゆるやかな伸びと
に起因している。後者は，補助金の削減ならびに社会保障給付のよりゆるやかな伸びを伴
っており，他方，税収の大幅な増加は，経済の力強い拡張や間接税の改革，それに徴税機
構の改善や（それほど）緩和されないインフレーションの効果を反映していた。公共部門
の純可処分所得が急増したために―公共消費が活発な伸び率を維持してきたにもかかわ
らずーー公共貯蓄は， 1985年の対GDP・比でマイナス 2彩から1987年にはプラス 1.2彩ヘ
転化した。こうして公共部門で貯蓄が好転し投資支出の伸びも抑制されたことから，•その
部門のファイナンスの必要性（赤字）は目にみえて低下したのである。
歳入・歳出（財政）政策は全体として，家計の可処分所得にたいして租税や移転（収支）
および社会保障給付の影響をつうじて縮小効果を及ぼしたが，同時にまた経済の最終需要
にたいしては公共投資と公共消費をつうじて拡大効果を発揮した。
1987年に当初の予想を上回って伸びた国内需要の強い拡張は，家計が重要な構成要素を
占めている民間部門のファイナンスヘの需要だけでなく，一般大衆による流動資産への需
要をも引き起こした。同時に， スペイン経済の明るい見通しは，長期純資本流入の強い増
加を一一直接投資においても証券投資においても一一惹~起したが，それは，経常収支に見
られた（まだわずかな）黒字に加えて，国際収支をさらに黒字化する効果を発揮したので
ある。そのうえ， 1987年初めには，公共部門での大量の季節的（資金）必要性をファイナ
ンスするのに用いられた流動性（マネタリー）ベースの拡大が付け加わった。高率で安定
的な経済成長の持続を一一強すぎる内需の回復過程を一層あおることによって一一危う＜
しかねない通貨量の膨張を抑制しようとする当局の意欲は，ー一貨幣政策の効果に介入し
たりそれを伝えるうえでの適切な手段が欠如しており， また大衆の手元にある流動資産
ALP (いわゆる Ms)にたいする需要が量的に不確かなシフトをするために一ーより錯綜
したこうした状況のもとで，同年上半期に強い利子率の引上げをもたらした。
かくして，国内の貨幣・金融市場と外国のそれらの間に大きな利子格差が生み出された
が，それはまた資本の追加的な流入をもたらし，すでにペセタに上昇圧力がかかっていた
為替市場にも影響を与えることになった。スペインの貨幣政策は，かくて対外目標と対内
目標にかんして由々しいディレンマに遭遇したのであるが，このディレンマには，近隣諸
国よりも高い経済活動の拡張率を有し，かつそのマネーサプライの動向を解釈するうえで
難渋しているヨーロッパ圏の他の国々ー一たとえば英国一ーも直面している。この問題に
対処するために採られた特別の貨幣（政策）手段と資本（移動）の規制措置は，金融シス
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テムが互いに密接に関連しており，かつ短期収益の諸々の機会（あるいはその変動）にた
•いして資本移動の反応が大きい世界にあっては，部分的な有効性しか発揮できなかった。
かくて，このディレンマがやっと緩和されたのは， (1987年） 7月以降，①新しい国庫証
券が導入され， R公共部門のファイナンスの必要性が低下し， そして③ ALPのシフト
要因〔そのかなりの部分は，新規の公的（金融）資産にたいする強い需要によって左右さ．
れた〕がより的確に評価されたために，一方ではペセタの大幅な増価（上昇）を甘受しつ
っ―10月の金融（市場の）撹乱以降ひときわ目立ったに違いない一ー利子率の引下げに
着手するかたわら，他方でマネーサプライの伸びの相対的な正常化が可能になりはじめた
時であった。
スペイン社会を悩ませてきた高い失業率を解消するためにも，また長期にわたる低い投
資（活動）の後に実現した EECへの統合に伴う挑戦（競争）に直面して，利用できる資
本（設備）を改善し拡大するためにも，この先の数年間にわたって力強く安定した成長フ゜
ロセスが持続されねばならない。そうしたプロセスは基本的に，投資と輸出にもとづいて
おらねばならず，貨幣的な安定性が保たれて生産コストの上昇が抑制された状況のもとで
展開されねばならないであろう。そして，それが雇用創出において高い有効性を発揮する
には同時に，労働の供給状態がその需要量に適合し，かつ労働慣行や労働制度ー一それら
は，労働市場に硬直性をもたらし，その結果，各分野で生産が伸びる際に雇用の創出能力
を低下させている一ーも修正されねばならない。他方，スペイン経済が安定的に維持でき
る成長率は，それを取り巻く国際環境や特にヨーロッパ経済—それにたいして経済が急
速に開放されつつあり， また統合されつつある一ーの情勢と無関係ではありえない。目
下，ョ;_ロッパ経済を特徴づけている一~おそらくこの先数年間にわたって続くであろう
→長率は，一方でスペイン経済の持続的な拡張の可能性を制限し，他方では国内要
件一つまり，各分野で達成された成長が雇用を創出する際の効率性を高めることと，安
定成長を推進すること一を一層強く求めることになろう。
この2年間におけるスペイン経済の反応は活発で素晴らしかった。需要にたいする刺激
は，回復の出発点の位置（の低さ）と実質交易条件に見られた改善の好影響のお蔭で，持
続的なディスインフレーションの動きと両立可能になり，また対外（貿易）勘定において
うまい具合に処理されてきた。しかしながら次の点を忘れてはならない。第一に，インフ
レ率の低下にたいする外国価格の貢献は永続するものではなく，またインフレ率も， 87年
のような大豊作に由来する助け船に毎年恵まれるものでもない。第二に，実質交易条件
（の改善）が経常収支にたいして再び大きな支えになるものと期待してはならず，工業諸
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国一一具体的にはヨーロッパ諸国一ーの成長率のかなりの上昇に起因する外国からの刺激
にも期待はできない。第三に，内需が一ーその連続性を損なうような不均衡を生じさせる
ことなく一ーカ強く伸びるのを制約しているのは，生産要素市場や財・サービス市場にお
ける需・給の不調整や硬寵性なのである。
スペイン経済は今後も，現在の持続的な拡張段階における回復力を強固にしなければな
らない。 1988年の政府見通しでは， GDPの成長率は4%であるが， 国内需要の伸び（寄
与度）は5.7%で，他方，純外国需要の GDP成長にたいする寄与度はマイナス 1.8%ボ
イントであった。これらの数値は，ーー1988年をつうじて再活性化の勢いが弱まることを
含意しているとはいえーー最も低めの見通しであると見なさねばならない。というのも同
年第I四半期の情報からは， 内需の圧力の低下を示唆する指標が見あたらないからであ
る。インフレ率は，それを構成するいくつかの要素に，連続的な低下への抵抗が見うけら
れた。また，経常収支はわずかな悪化を示した。そうした悪化は，ーー機械的に（拡大）解釈
できず，またファイナンスにまつわる問題を提起するものでもないけれども一一低成長の
国際環境のもとでスペイン経済だけが過熱気味であるとすれば，・中期的に問題となろう。
耐久消費財や投資財のための資金が，徐々に家計や企業の欲求を充足するのに振り向け
られるならば，そこから単純な景気循環をもたらす諸要因が現出するが， それらの要因
は，回復のプレッシャーを低下させ持続的な拡張段階への接近を容易にするであろう。難
しいのは，軋礫の発生を避けながらそうしたシフトを遂行し，かつヨーロッパ経済の現状
において維持できる高い成長経路を見いだすことである。そのためには，財政・金融政策
が全体として統合される一一財政政策は（財政）赤字を削減して最終需要への寄与度を抑
ぇ，金融政策は対内目標（国内均衡）と対外目標（国際均衡）の調和を模索するような内
容を維持する一ーことが必要であり，また GDPにとって達成可能な成長率のもとで最大
の雇用の伸びを容易にする労働政策と（生産）コストの調整とが必要となろう。
2.2需要
第二次石油危機のあと長く続いた兼気後退期からの転換点となった年〔すなわち 1985
年〕に開始された回復過程を， スペイン経済は 1986年と 87年をつうじて強固なものにし
た。国内需要―とりわけ総固定資本形成一ーは，何年ものひどい不況の後に，やっと経
済成長の主たる決定要因となったが，これまでこの役割はほとんどもっぱら財・サービス
の輸出によって果たされてきた。
1-? 表から分かるように， スペインの GDPの実質的な年平均累積（複利）成長率
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は， 1980年~84年の期間をつうじて一―—すでに述べたように，外国需要の非常に大きな貢
献があったとはいえ-EEC諸国のそれに匹敵していた。 この3年間ー一つまり 1984年
から87年にかけて一ー，スペインにおける実質生産の伸びは EEC諸国よりも高かったが，
その基本的な原因はたいへんダイナミックであった国内需要＿それはまた，非常に大最
の輸入をつうじて（国外に一部）流出することになった一ーに求められる。
最後に， 1987年のデータに関連して言えば， その年のスペインの GDPの実質成長率
1-7表国内総生産と国内需要
ースペインと EEC-
1980~1984 1984~1987 
変化率 年間平均累積率 変化率 年間平均累積率1984~80 1987~84 
スペインIEEC スペインIEEC スペインIEEC スペインIEEC 
実質国内総生産 4.6 5.0 1.1 1. 2 1. 2 7.9 . 3.6 2.5 
実質国内需要 , -2.0 2.0 -0.5 0.5 18.0 10.1 5.6 3.2 
実質輸出 39.8 16.7 8.7 3.9 10.6 10.3 3.4 3.3 
実質輸入 -2.1 5.8 -0.5 1. 4 48.8 18.8 14.0 5.9 
出所〕 OECD, INEおよび BE.
1-8表国内総生産と需要構造 ％ 
実質変化率 寄 与 度
1984119851198611987 1984 11985 11986 11987 
民間消費 -0.4 2. 2 3.? 5.5 -0.3 1. 4 2.3 3.5 
政府消費 2. g- 4.6 5. 1 9.0 0.4 0.6 0. 7 1.3 
総資本形成 -3. 9 3.9 14. 4 16. 3 -0.8 0. 7 2. 8 3.5 
固定資本 -5.8 3.8 9.6 14.5 -1.2 0.7 1. 8 3.0 
建 設 -5.2 2.0 6.5 1. 0 -0.7 0.2 0.8 1. 4 
プラ ン 卜 -6.8 6.9 14.7 20.0 -0.5 0.5 1.0 1. 6 
在庫変動 0.4 0.0 0.9 0.5 
国内需要 -u 2.9 6.0 8.3 -0. 7 2.8 5.8 8.3 
財・サービス輸出 1. 7 2.7 l.O 6.5 2.3 0.6 2.2 1. 4 
財・サービス輸入 -1.0 6.2 15.4 22.5 0.21-1.1 -2.7 -4.5 
外国需要 2.5 -0.5 -2. 5 -3.1 
国 〔内市総場価生格表産示〕 1.8 2.3 3.3 5.2 1.8 2.3 3. 3 5.2 
出所〕 INEおよび BE.
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1-3図 GDPの成長にたいする国内諸需要の寄与度
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出所)1984年~86年： CNE, 1980年価格で算定。
1987年：BEによる推計。
(5.2%)は， 国内需要のプラスの寄与度8.3彩ボイントと外国部門の縮小効果（マイナ
スの寄与度）ー 3.1彩ボイントから構成されていたのである。 EEC諸国における寄与度
は，それぞれほぼ3.5彩ボイントと一1.0彩ボイントであった。
2. 2.1 国内需要
1-8表から分かるように，この3年間をつうじて国内需要の回復は，そのすべての構
成要素において一ーそれぞれが独自の特徴を有するものの一一底堅かった。
第二次石油危機の後に始まった調整期間において民間消費の実質成長率は， 1984年にい
たるまでゼロに近い値で推移した。こうした抑圧された期間の後にインフレ率の低下が記
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録され雇用が増加しはじめた時，消費の変化率はプラスに転じ，また経済成長の情勢が定
着するにつれて一一賃金調整が進み，租税圧力（税収/GDP)が高まったにもかかわら
ず—底堅くなっていった。
1986年に貨幣賃金（上昇）の鈍化過程が中断され，他方で，付加価値税 IVAが導入さ
れた結果，消費デフレーター｀（消費者物価指数）で計ったインフレ率は（高い水準で）安
定的に推移した。かくて，実質賃金に有意な増加は生じなかったが，しかし，①雇用創出
のリズムが速まり，③原油価格の低下とドルの減価に伴って諸外国から実質所得の移転が
生じ，また⑧資本利得（キャヒ°タル・ゲイン）一ーとくに株式市場の推移と土地・建物価
格の高騰に関連する利得ーーが非常に大規模に発生したため，家計の支出能力は著しく向
上したのである。この年ー一国産品と外国品，エネルギー関連財と非エネルギー関連財，
IVAの影響が強かった財と弱かった財， 等々ーーについて見られた相対価格の強い変
動は，消費の構成内容に反映されたが，この他に EEC加盟の効果も加味されねばならな
いであろう。これは，それまでスペインの消費者にあまり手が届かなかった新製品の出現
をもたらしたのである。
1987年に，貨幣賃金上昇率のあらたな鈍化と租税圧力の強い増加が記録されたが，これ
らは，インフレ率の低下と特に雇用の増加とによって十二分に相殺された。資本所得の伸
びがひきつづき高かった一-1987年末の株式市場の危機は消費にたいしてわずかな影響し
か与えなかった一ーために，ふたたび家計の消費支出はかなり増加した。家計の貯蓄性向
については低下が記録されたが，それはその年の消費者信用の増加に関係している。
最後に， 1987年の民間消費の実質〔推計〕成長率は5.5彩であるが，それは利用できる
すべての一ー自動車の新規登録台数，ガソリンの消費量，大規模店舗での売上高，そして
とりわけ輸入の伸びにかんする一ー指標によって裏付けられている。
消費財の工業生産指数〔IPI〕は， 1987年をならすと 6.0%上昇したが，その輸入の伸
びが47彩を超えたのに輸出の伸びはほぼ8.5彩にとどまったので， 1987年をつうじてこの
種の（消費）財はふんだんに手に入るという考えが一一正鵠を得ていないとしても一一流
布していった。〔ちなみに， 1986年における消費財の対外取引の動向は， 1987年のそれと
あまり変わりがなかったが，その国内総生産の伸びはたった3.3彩にとどまった。）
消費の伸びは普遍的であったけれども，耐久消費財とりわけ輸入自動車の増加が際立っ
ていた。新車登録台数は34彩増え，自動車の輸入額は同年のペセタで計って 100%も伸
びたのである。その年に各種の資本利得に見られた進展は，そうした推移を説明する諸要
因のひとつに挙げられる。
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国内需要を構成するすべての要素のうち，危機の時期においてもiり持続的な実質成長
率を維持した〔決して2%を下回らなかった〕．のは，公共（政府）消喪であった。近年ー一
付加価値税 IVAが導入され，所得税による税収が増え， 石油所得による収入（「石油専
売株式会社」における国の独占的収入）が生じたりして・~税収の急増が記録され，同時
に移転支出の必要性が低下したために，公共部門の支出能力が向上したが，その一部は消
贄支出に向けられた。
1987年の公共消費の実質増加率は 9形と推定されるが，前年のそれは 5.1形であった。
そのなかで最も増加したのは， INEの推計によれば財・サービスの購入〔25%増〕で，
公務員の報酬の伸びはずっと低く 4.5形であった。この伸びは，政府部門における雇用の
推移にかんする「労働力調査」から得られる情報とは一後ほど 2.4節で分析されるよう
に一ー一致しない点を指摘しておかなければならない。
手元のいずれのデータを分析しても，最近の3年間をつうじてスペイン経済は非常にカ
強い投資過程を記録してきたことが実に明確に分かるが，そうした投資過程は時間の経過
とともに確かなものになり，また現在までのところ弱まる気配を見せていないのである。
投資は，その本来の性質上，非常に変わりやすい変数であって，ひとたびその経路に破
綻が生じると，それを回復させて維持するのに骨が折れるものである。かくて，第一次石
油危機の後，民間消費はその実質変化率にマイナスの値を記録するまでに 7年を要した
―公共消費は，すでに指摘したように，この期間中一度もマイナスの伸びを記録しなか
った＿のに対して，総資本形成は1975年から84年まで一一重要な意味・内容をほとんど
持たない2度の例外があるものの一一ほぼ一貫して実質的な後退（マイナス成長）を続け
たのである。この10年の長きにわたって，スペインの生産構造はひどく悪化したまま放置
され，またスペイン経済が即座に直面しなければならない新しい環境 (EC諸国経済）に
たいする競争力も失われたままで推移してきたのである。
危機に見舞われたのは，調整に大いにてこずった部門であった〔調整難は，大部分不可
避的であったが，おそらく一部は，スペインが70年代に経験した政治環境（フランコ政権
崩壊から民主制への移行）の故により長期化し， より苦痛の多いものになった。〕調整後
の新しい環境にうまく適合できたこの他の部門は，よりダイナミックで効率的であった。
①企業の利潤が回復し，③企業の融資能力が向上しー~当初それは，利子率の低下によっ
ても支援された一一， ③労働市場の再編と伸縮化政策や賃金抑制政策が採られ，④先進
諸国とのインフレ格差が縮小し，そして最後に⑤スベインの政治情勢が正常化した，とい
った基本的な要因から，投資家は信頼を取り戻し，総資本形成の回復過程が始まったので
191 
398 闊西大學『経清論集」第39巻第2号 (1989年7月）
130 
125 
120 
115 
110 
105 
100 
95 
85 
1984 
出所〕 INE. 
1-5図 プラントの国内生産
—季節調整値の時系列〔 a 〕とその趨勢一~
〔1972年=100〕
130 
125 
120 
115 
110 
105 
100 
95 
90 
1985 1986 1987 
85 
a〕極端な値を修正した3カ月の移動平均。
ある。その後，①石油価格が低下し，②EC'へのスペイン経済の統合によって期待が拡が
り—それに付随して，生産設備の近代化と合理化の必要性が高まった一―，③外国から
大量の資本が流入し，そして④経済的繁栄と成長のムードがますますしっかりと根づいた
ために，上記の投資過程がついに定着したのである。
プラント投資にかんして利用できる指標から，この変数が1987年に20%もの高い伸びを
示したことが確かめられる。企業の（受注残高にかんする）実態調査，産業用自動車の新
規登録台数，輸入額，および工業生産指数は，いずれも非常な伸びを記録している。プラ
ントの利用可能性にかんする指数＿それは，工業生産指数の伸び〔15.5%〕，輸入額の
伸び〔39.5%〕，そして輸出額の伸び〔7.5%〕を総合して算出される一ーは， 23%を超
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1-6図＊ 建設投資総額の指標と各構成要素の寄与率
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＊このグラフは，本誌38巻5号の1-9図，同39巻1号の
2-7図と同じ内容を有するにもかかわらず，各要素の
寄与率は整合的でない。だが今のところ，その理由は不
詳である（訳者）。
える増加率を示しているが，なかでも最も著しい伸びが見られたのは輸送機器部門であっ
た。
同様に，スペイン企業組織連合CEOEによる「外部資金・金融コストおよび投資にかん
する調査」は，投資過程の底堅さを表明しており，投資の二大目標は技術の改善と生産能
カの拡大であることも示している。 1987年に見られた実質利子率の上昇一ーそれは同「調
査」によって明らかにされている一~は，投資率に影響を与えなかったように思えるが，
その原因はおそらく，自己融資能力が改善された点と各種の投資プロジェクトの期待収益
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1-9表建設にかんする主な指標
（変化率 %) 
I 1984 I 1985 1986 I 1987 
建設活動の一般的指標
セメントの見掛け消費 -9.7 1. 8 10.2 1. 0 
憲設資材の生産 -3.2 - 3.4 2.0 1. 3 
建設業就業者数〔a〕 -12.6 -5.2 7.1 9.7 
住宅完工数 -12.3 -5.2 2.0 4,8 
建設請負の指標
住宅着工数 -12.8 10.9 - 3.5 17.0 
公募入札
時価（名目）表示 8.3 41. 7 0.6 22.2 
不変価格（実質）表示 -2.0 30.2 -4.0 17.2 
憲函投資の指標
住宅投資〔不変価格表示〕〔b〕 0.2 -9.9 5.0 7.9 
公共事業投資〔不変価格表示〕〔c〕 -11. 0 4.3. 14.3 . 16. 0 
出所〕 MOPU, !NE, OFICEMENおよびBE.
幻 EPA。ただし (1987年第I四半期に実施された）「統計処理上の変化」による影
響を修正した。
b〕住宅着工数と平均18カ月の建設期間から推計した。
c〕公募入札額〔不変価格表示〕と施工期間による同入札額の按分値から推計した。
率が非常に高まっていたに違いない点とに求められる。
建設部門も，上記の総資本形成全体の回復過程に関与した。 1987年の（建設投資の）実
質的な伸びは，前年の 6.5彩にたいして11彩であった。建設部門の伸びに最大の貢献をし
たのは，この年も， 公共事業であったとはいえ， 住宅（投資）支出と民間の非住宅（建
設）投資の加速化も非常に重要であった〔1-6図をみよ）。
1-9表と 1-7図から分かるように，公募入札は1986年の前半にその伸び率を低下さ
せたために，公共事業投資の進展は1987年をつうじて先細りになるものと思われた。しか
しながら， 1986年後半と1987年上半期に公募入札があらたな刺激を受けたことから，この
サブセクターの実質成長率は， 1986年のそれをわずかに上回る 16彩前後と推定されてい
る。
公共事業の入札を関係機関ごとに細分すると, 1987年における主要な拡張要因は＿
1986年とは逆に一―—中央政府からもたらされ，その伸び率は名目で50彩を超えたことが分
かる。自治州からの需要は9彩の伸びにとどまり，地方政府（公共団体）のそれは20%も
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低下したのである。事業のタイプ別にみれば，もっとも加速的な進展を記録したのは，道
路輸送と鉄道輸送のためのインフラストラクチャー関連投資にかかわる土木事業部門であ
った。
住宅投資は1987年に実質で約8%の成長を達成した。この年に着工された住宅数は17%
1-7図公募入札による建設事業
一季節調整値の時系列〔a〕とその趨勢ー一
80 
60 
—, 80 
60 
入札額の趨勢の
月間変化率
→ 20 
XlO億ペセタ
％・
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40 
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?
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-40 
出所〕 SEOPAN. 
a)極端な値を修正。
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1-10表住宅建設にかんする主な指標
（変化率）
1984 1985 1986 1987 
住宅着工数 -12.8 10.9 - 3.5 17. 0 
助成なし住宅 -12. 7 0.4 14.6 64.1 
助成付き民間住宅 -2.4 6.5 - 3.5 -16.4 
助成付き公共住宅 -52.0 103.9 -54.0 -35.5 
住宅完エ数 -12.3 . -5.2・ 2.0 2.8 
助成なし住宅 -25.9 -7.5 16.2 18.3 
助成付き民間住宅 7.6 -5.8 -5.9 ，ー 3.1
助成付き公共住宅 -47.8 10.8 1. 9 -27.8 
建築確認申請件数 -19.8 , 30.6 -2.3 -15.6 
建築確認件数 -10.6 15.7 -1.9 -12.9 
出所〕 MOPU. 
増加したので，建設部門の持続的な回復は1988年も保証されているように思える。
住宅部門は，ー一固定資本投資の伸びを左右した一般的な諸要因の他にも—―ー当初はと
くに利子率の低下に恵まれ，またその後は租税面での優遇措置や予想外の資本利得，それ
にこの2年間をつうじて進展した物価上昇の期待にも恵まれるようになったけれども，ひ
るがえってみれば，そこでの最気後退の過程は， （石油危機発生後）非常に速やかに〔事
実上1973年に〕始まり，ほとんど中断されることなく1984年まで続いたのである。融資と
租税（優遇）措置の両面で相対的な有利さが低下したために，需要は公的助成付き住宅か
ら自由な（助成なし）住宅ヘシフトしたが，このプロセスは1987年をつうじて深化してい
った。かくして，自由な住宅の着工数は64彩も増加したのに対して，助成付き住宅のそれ
は（民間と公共を合わせて） 18.5彩減少したのである。•
最後に，多額の優先的融資を付与する「四カ年計画」に支援されて， （古い）住宅の修
復過程が大いに推進されてきた点を指摘しておかねばならない。こうした状況は，すでに
スペインには私的に所有された多数の（古い）住宅が存在する以上，公的助成付き住宅の
（着工数）低下を説明するもう．ひとつの要因になるであろう。
非住宅建設投資については，その推移にかんする情報がまだ入手できないけれども，プ
ラント投資に見られる増加から推して， 1987年にはその前年よりも大きく伸びたに違いな
いと考えられる。
在庫投資の1987年の推移にかんする手元の情報はわずかで，場合によっては相矛盾して
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いる。
1987年にはスペイン経済で実質利子率が高まったために，前年 (1986年）に記録された
急増の後をうけて，ストックの蓄積率は原則としてその加速化を妨げられたはずである。
とはいえ，①農業では大豊作に恵まれ，③エネルギー輸入が実質で非常に大幅に増加し
―この輸入増は，国内消費の動向とは対応しておらず〔むしろ（石油）精製業界による
数値とは裏腹に）在庫の更新を引き起こしたに違いない一ー，そして③需要の水準が前年
に引き続いて非常に高く維持され， しかもそれが持続するとの期待が持たれた結果，在庫
投資は GDPの成長にたいして1987年をならすと，前年 (0.68%ボイント）よりもずっと
ささやかながらプラスの寄与 (0.52彩ボイント）をなしたものと推定される。
2. 2.2 外国需要
スペイン経済の外国部門は，経済危機の最もつらい期間をつうじて重要な調整を体験し
たが，そうした調整は①国内における低成長率，③ペセタの為替レートの減価，そして
⑧アメリカ経済が世界貿易に及ぽした拡張効果をつうじてもたらされたものである。この
時期における外国の実質的な需要（増）は，経済活動を支えた基本的な要素であり，また
経常収支にかなりの黒宇を出現させたのである。
1-11表や1-8図と 1-9図に載っているデータは，そうしたプロセスを明瞭に示し
ている。商品輸出は， 1976年から事実上一貫して外国市場でのシェアを拡大してきたが，
その勢いは1981年から84年にかけてとくに激しかった。他方，実質的な輸入の基調は， 70
年代初頭から経験されてきたことであるが，低下もしくはわずかな上昇で推移した。もっ
とも，その間に重要だけれども短い例外的な出来事が存在するが，それについては後ほど
言及しよう。サービス（貿易外）収支は＇一般に好ましい成果をもたらし，またこの時期の
終わり頃には投資収益ぽ：払）も，対外債務の減少と利子率の低下から利益をうけたので，
第二次エネルギー危機による実質交易条件への悪影響が払拭された後には，経常収支尻に
注目すべき黒字が計上されたのである。
上記の表や図の数値から，同じように， 1985年に始まりその後の2年間にわたってとく
に強まった情勢の変化が読み取れる。こうした新しい情勢を出現させたのは，①合衆国に
おける経済成長率の低下に起因する世界貿易の低迷＿しかも， ョーロッパ経済に期待さ
れた肩代わりの役はついに果たされずに終わった一―,R先進諸国通貨全体にたいする実
効為替レートの大きな安定性ーーもっと，各個別通貨間には相対的に激しい動きがあり，
それによって確かに貿易の流れは輸出入ともに影響をうけた一ー，そして③スペイン経済
における実質成長率の回復， といった基本的要因のほかに，④実質交易条件の大幅な改善
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1 -11表スペイン
1984 1985 
単位： 変化率形 単位：
10億ペセタ 実 質 （デー価フタ格＿レ） 価（名目値） 10億ペセタ
財貨の輸出 3,936.1 3.0 6.0 9. 2 4,296.2 
エネルギー関連輸出〔a〕 467.0 9.7 -2.8 6.6 497.7 
非エネルギー関連輸出 3,469.1 2.1 7.2 9.5 3,798.5 
観光による受取 1,263.7 0.2 9. 7 9.9 1,388.3 
他のサーピスによる受取 143. 1 5.4 6.5 12.2 834.2 
財・サービスの輸出 5,943.5 2.7 6.8 9.7 6,518.7 
財貨の輸入 4,m.a 5.8 3.5 9.5 5,205.2 
エネルギー関連輸入〔a〕 1, 775. 6 1. 5 1.8 3.3 1,833.8 
非エネルギー関連輸入 2,977.7 8.4 4.4 13.2 3,371.4 
観光による支払 153. 6 15.? 8.9 26.0 193. 5 
他のサービスによる支払 456.4 6.? 6.0 13. 1 516.1 
財・サービスの輸入 5,363.3 6.2 3.9 10. 3 5,914.8 
財・サービスの収支尻＊ 580.2 603.9 
財貨の収支尻 -81?.2 -909. 0 
エネルギー関連収支尻〔a〕 ~1, 308. 6 -1, 336.1 
非エネルギー関連収支尻 491. 4 427.1 
観光の収支尻 1,110.1 1,194.8 
他のサーピスの収支尻 287.5 318.1 
純収益（投資などによる） -396. 9 -330. 5 
移転収支〔受取一支払〕 171.4 181. 2 
民 間 180.1 195.2 
政 府 -8. 7 -14.0 
経常収支 354.8 454.6 
ファイナンスの 354.8 454.7 能力〔＋〕／必要〔一〕
〔参考〕
ロ実質交易条件〔b〕 2.4 経常収支の対 GDP比 1. 4 1. 6 
出所〕 INEとBE。各年のペセタ表示の数値は INEの推計による。 1985年と1986年の
ペイン銀行の推計を用いたのであるが，その際に国民経済計算のデフレーターを
連製品に適用した。したがって，非エネルギー関連製品にかんする推計は，その
とそのデフレーターは，スペイン銀行の推計による。 ― 
a〕その年のペセタ（時価）で表示された各数値は，船舶と航空機用の燃料に相当す
b〕プラスの値は，実質交易条件の改善を意味している。*1-5表の経常海外余剰
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の経常収支
1986 1987 
変化率彩 単位： 変化率彩 単位：
実 質 （デー価タフ格ーレ） 価（名目値） 10億ペセタ 実 質 デ（ー価フタ格ーレ） I価（名目値） 10億ペセタ
-3.5 -5.0 -8.3 3,938.2 6.6 - 2.5 9.3 4,302. -5
45.7 -56.2 -36.2 317.4 -0.3 2.7 2.4 325. l, 
-10.0 5.9 -4.7 3,620.8 7.2 2.5 9.9 3,977.4 
9.0 11.4 21. 4 1,685.8 5.0 4. 9 10.2 1,856.9 
11.3 -10.6 -0.5 ・829. 9 8.8 -1.8 6.9 886.9 
1.0 ~2.0 -1.0 6,453.9 6.5 2.5 9.2 7,046.3 
17.0 -18.4 -4.5 4,971.3 24.5 -0.8 23.5 6,136.9 
3.4 -49.9 -48.2 950.7 10.6 -5.1 5.0 998.2 
24.4 -4.1 19.3 4,020.6 27.8 0.0 27.8 5,138.7 
15. 0 6.0 21. 9 235.8 11.6 3.0 14. 9 m.o 
-0.8 -0. 7 -1.-5 508.4 2.8 4.0 6.9 543.2 
15.4 -16.3 -3.4 , 5,715.5 22.5 -0.7 21. 6 6,951. l 
738.4 95.2 
-1,033.1 :-1, 834. 4 
-633.3 -673.1 
-399.8 -1,161.3 
1,450.0 1,585.9 
321. 5 I 343, 7 
-298.1 -310. 7 
13. 2 263.6 
205.0 282.8 
-91.8 -19.2 
553.5 48.2 
594.1 98.8 
16.4 3.3 
1. 7 0.1 
価格と数量をエネルギー関連製品と非エネルギー関連製品とに按分するにあたって，ス
両製品全体について当てはめ，スペイン銀行の（推計した）単価の指数をエネルギー関
残り（結果）として得られたものである。 1987年における財貨の輸出入の実質的な数量
る数値を税関のデータに加算して得られたものである。
に相当する。
199 
?
?
1
-
8
図
ス
ペ
イ
ン
の
輸
出
と
世
界
需
要
〔
実
質
変
化
率
〕
1
-
9
図
ス
ペ
イ
ン
の
輸
入
と
最
終
需
要
〔
実
質
変
化
率
〕
?
?
25
 ％
 
％
 
20
 
10
 ? ?
-
5
 
~
5· 20
 
15
 
10
 ? ?
-
・
5
 
-
1
0
1
 
I
 
I
 
I
 
I
 
I
 
I
 
I
・
1・
I
I
 
I
 
I
 
I
 
I
 
I
 
1-
10
 
J
 97
2 
73
 7
4 
75
 
76
 7
7 
78
 
79
 
80
 
81
 
82
 8
3 
8
4
 8
5 
86
 1
98
7 
出
所
〕
D
G
A
,
 B
E,
 C
NE
, 
Se
cr
et
ar
ia
 d
e 
Es
ta
do
 d
e 
Co
me
rc
io
 
か
ら
独
自
に
作
成
し
た
。
25
 ％
 
20
 
15
 ? ?
-
5
 
％
 2
5 20
 
15
 
?
?
?
?
『
?
?
10
 ?
齢装
」瀕
39
¥!
%~
2
?
?
?
-
5
 
?
?
?
?
? ?
?
19
72
 7
3 
74
 75
 
76
 7
7 
78
 79
 8
0 
81
 8
2 
83
 8
4
 8
5 
86
 19
87
 
出
所
〕
C
N
E
,
 D
G
A
,
 S
ec
re
ta
ri
a 
de
 E
st
ad
o 
.
 
de
 
Co
me
rc
io
か
ら
独
自
に
作
成
し
た
。
スペイン経済： 1987年ー一ースペイン銀行「年次報告」よりーー（楠） 407 
と，⑥1986年1月の ECへのスペイン経済の統合という二つの事実が挙げられる。
1985年後半にスペイン経済がその緒に就いた拡張段階は，商品輸入の強い回復をもたら
したが，その勢いは1986年に著しく高まった。この86年には，そうした拡張の動きが底堅
くなったうえに，対外経済開放に起因する諸成果が加わったのである。すなわち，関税の
引下げが開始され，輸入割当が廃止もしくは削減され，それまで施行されてきた間接税の
機構のなかに隠蔽されていた保護主義（的措置）が撤廃され，またその当時まで国内市場
が閉ざされてきた新製品に門戸が開放されたのである。これらはすべて，世界市場におけ
る価格の安定ないしエネルギー関連製品のような場合には大幅な低下， といった状況のも
とで生じた。
商品輸出については， 1985年に世界の需要が鈍化したことを反映してその増加率が伸び
悩んだ後をうけ,1986年には思わしくない成果が記録された。というのは，そうした鈍化
が一ー各地域によって強さに差があるものの一深刻になり，また輸出にたいする租税減
免制度のなかに暗に含まれていた補助金の廃止によっても影響を受けたからである。しか
しながら， i986年の輸出の推移は為替レートの動きによって大きく左右された点を指摘し
ておかねばならない。かくて， ドルにたいするペセタの大幅な上昇は，アリメカ市場にお
けるスペイン製品の販売高の下落をもたらした〔合衆国におけるスペインの輸出シェアの
喪失は1986年に約25彩にのぼった〕。逆に， EEC市場における成果は比較的良好で，輸出
の実質成長率は，この地域からの輸入の伸びとほぽ同じであった。 OPEC諸国とラテン
アメリカ諸国への輸出については， ドルが減価したうえにこれらの市場がひどく落ち込ん
だことから悪影響をうけ，それぞれ15彩と20彩の輸出シェアの低下が記録された。
このように実質的な商品の流出入は， 1986年に逆調の（影響を国際収支に与える）推移
をたどったものの．それは名目的な取引額には（それほど）反映されなかった。その原因
は， 1-11表に現れているように， ドル建て原油価格の低下とドル自体の減価にもとづく
実質交易条件の改善〔約_16彩〕に求められる。こうした現象の重要性と 1986年における
実際の貿易赤字幅の拡大ぶりは, 1-12表から観察できる。その表から，当該年度のペセ
タ（時価）で表示すると約1200億ペセタの貿易赤字幅の拡大が (1985年から1986年にかけ
て）観察されるが，もし1984年のペセタ（不変価格）で評価しなおすと（実質的な）赤字
幅の拡大は 9600億ペセタ強にのぽることが検出されるのである。この赤字幅の拡大は．
(1986年から） 1987年にかけて生じたもの (1兆740億）と一一伺様の評価法を採れば一一
ほぽ同じである。またこの表から， 非エネルギー関連製品の実際の貿易赤宇の悪化は，
（エネルギー関連赤字よりも）さらに大きいことも分かる。
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1-12表スペインの貿易
赤字／黒字の総額
1984 I 1985 I 1986 I 1987 
世界全体 -897. 8 -969.1 -1,090.6 -1, 834. 2 
OECD 117, 0 -7.2 -558. 2 -1, 125.2 
EEC 360. 1 273.9 -162. 8 -m.2 
ド ィ ツ -96.9 -144. 9 -290. 6 , -467. 0 
フランス 168.6 163.9 111. 5 12.7 
イギリ ス 61. 9 21. 7 -42.3 -24.9 
ィ 夕 リ ァ 30.3 55.4 -54.6 -160. 6 
そ の 他 196.2 177.9 113.1 22.6 
アメ リ＇カ -158.2 -144. 4 -131. 6 -157. 4 
日 本 -82.9 -119. 3 -198.4 -223. 9 
その他の OECD -2.0 -17. 4 -65.3 -126.1 
OPEC -772. 4 -721. 6 -335. 9 -376. 5 
COMECON -35.5 30.0 10.5 -81. 5 
その他のアメリカ -350. 5 -358. 7 -185. 4 -226. 9 
その他の世界 143.3 88.4 -20.1 -24.6 
〔参考〕
世界全体〔1984年価格で表示〕 -897. 8 --1, 054. 0 -2, 021. 0 -3, 095. 0 
出所〕 DGA. 
外国部門の動向の1985年に始まった変化は， 1987年にも引き続き見られるとはいえ，現
在では実質交易条件の改善が非常にわずかであるので，その変化はより際立っている。実
際の商品流出入の悪化は経常収支に反映されるが，この経常収支は一~国民経済計算で
いうところの「対外勘定」であって，それは1-11表で示されているように-1986年
に比べて約5000億ペセタも少ない，わずか480億ペセタの黒字を計上したにすぎないの
である。
財・サービスの輸出は1987年に実質で6.5%伸びたが，これには事実上そのすべての構
成要素がかかわっており，非常に好ましい成果であった。
より際立った実質成長率を記録したのは商品輸出であって，非エネルギー関連製品の場
合は7%を超えたのに対して，エネルギー関連製品（輸出）は，「マキラ制」（原油を精製
してその一定割合を石油輸入相手国へ再輸出する制度）のもとでの石油貿易が低下した
ことによって影響をうけたのである。こうした実質変化率はそれほど有利でない国際環境
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赤字の地域別分布
エネルギー関連赤字／黒字額
1984・1 1985 I 1986 I 1987 
-1, 406. 6 -1, 424. 4 -691.1 -?25. 5 
83.1 72.6 25.8 20.6 
135. 9 108. 6 40. 7 22.9 
13.4 18.5 8.0 2.0 
28.7 21. 2 1. 6 5.5 
-0.5 -18.1 -45.5 -35.8 
8.7 15.0 -1.8 -11. 0 
85.6 72.0 68.4 62.2 
-37. 7 -13. 7 -4.2 5.6 
-1.0 1.0 
-15.1 -21.3 -11. 7 -7.9 
-1,071. 7 -960.4 '-493. 7 -509.8 
-97.1 -75.7 -31.4 -95.4 
-272.3 -285. 7 -117. 7 -157. 3 
-48.7 -175.4 -73.9 16.5 
-1,406.6 -1,400.0 -1,292.0 -1, 487. 0 
単位：10億ペセタ
非エネルギー関連赤字／黒字額
I 1984 1 1985 I 1986 _ 1 1987 
508.8 455.3 -399. 5 -1, 108. 7 
33.9 -79.8 -597.9 -1, 145. 8 
224.2 165. 3 -214. 3 -640.1 
-110.3 -163.4 -298.6 -469. 0 
139.9 142.7・ 99.9 7.2 
62.4 39.8 . 3.2 10.9 
21. 6 40:4 -52.8 -149.6 
110.6 105.9 44.7 -39.6 
-120.5 -130. 8 -129.6 -163.0 
-82.9 -118.3 -199.4 -223. 9 
13.1 3.9 -53.6 -118.2 
299.3 238.8 155.0 133.3 
61. 5 105.6 41. 9 13.9 
-78.2 -73.0 -73.1 -69.6 
192.2 263.8 74.5 -41.1 
508.8 346.0 -729.0 -1, 608. 0 
のもとで達成された。というのも，輸出価格は，外国市場において支配的であった低価格
に適応しなければならず，ほとんど上昇しなかったからである。他方，各国通貨の為替レ
トーの動きは， 1986年に生じたのと同じように，各市場における諸製品の競争力に影響を
与えた。かくて，合衆国とドル建て貿易地域において大幅に競争力が失われたのに対し
て， EEC市場における競争力は維持されたのである。その結果，アメリカ市場における
スペインの輸出シェアは，連続して3年目の落ち込み臼杉杉台］を記録し，他方， EC市
場におけるシェアは， 2年間安定的に推移したのち，著しい上昇〔5%強〕が生じた。
地域別貿易構造を分析した1-13表と1-16表から， 1987年に輸出が上向きに推移した
のは基本的に EEC市場で達成された成果に依存していたことが分かる。もっとも，達成
された（輸出の）伸びは，合衆国を除いた他の OECD諸国や「その他の世界」グループ
においても著しかった。このグループヘの輸出の増加は，それを構成する諸国間に非常に
大きな差異があるものの，モロッコヘの製品輸出に見られた伸び〔30.1彩増〕とアルジェ
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1 -13表 1986年と1987年における
＇ 
世 界 EEC アメリカ
1986 I 1987 1986 I 1987 1986 I 1987 
総輸出 -7.4 10. 4 7.1 16.5 -14.1 -2. 7 
エネルギー関連製品 -3?.6 8. 8 -42.9 -5.1 -26.2 -7. 7 
非エネルギー関連製品 -4.3 10. 5 10.4 18. 2 -12.8 -1.5 
畜 産 ロロ 4.5 23.2 16.8 49.2 -12.2 -13.2 
野 菜 類 7.0 24.1 18.2 27.8 -6. 7 15.9 
食 料 ロロ -8.3 15.2 -3.2 16.0 -15.8 2.4 
農業用原材料 -16.6 36.8 -14. 7 122.7 -39.3 -21. 7 
中間生産物 -13.9 5.1 0.6 15.0 -9.1 2.9 
消 費 財 5.4 1. 5 14.2 16.1 -19.5 -10."7 
プラ ン 卜 2.0 10. 0 19. 0 15.3 -11.0 5.0 
総輸入 -3.6 23.3 31. 6 33.9 -12. 7 3.4 
エネルギー関連製品 -48.6 6.0 -17.5 12.1 -34.6 -28.6 
非エネルギー関連製品 21. 3 27.4 34.0 34.8 -9.6 6. 7 
畜 産 品 61. 4 28.4 87.7 9.2 160.2 -60.9 
野 菜 類 43.1 -8.6 167. 5 28.5 0.5 20.2 
食 料 ロロ 9.9 19-. 4 55.9 53.9 -17.0 22.0 
農業用原材料 -11. 0 -10.2 189.6 -12.2 -22.4 -22.5 
中間生産物 13.0 15.7 23.1 18.7 -4.1 4.4 
消 費 財 66.4 50.2 70.7 72.4 4.8 12.7 
プラ ン 卜 22.3 41. 0 26.0 45.0 -6.0 21. 0 
出所〕 DGAおよび BE.
リアヘのそれ〔17.5%増〕および環太平洋の四工業国へのそれ〔16.6%増〕に起因してお
り，これらは合計するとそのグループ全体の3分の 1に達する。米ドルにリンクされた通
貨を持ち， しかもいろいろな内部事情をかかえた，これら以外の当該グループヘの輸出の
推移は非常に落ち込んだ。
EEC全体および EEC四大国との貿易構造が載っている 1-14表から，スペイン製品
を大最に需要したのは，国内経済成長率が高かったヨーロッパ諸国一ーイギリスとイタリ
ァ—であったことが分かる。製品グループごとに見ると，輸出の伸びは普遍的であった
一すでに指摘したようにエネルギー関連製品については例外である一ーが，なかでもい
くつかの農業生産物の輸出増が際立っていた。この表にはまた，スペインの合衆国向け輸
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スペインの外国貿易
〔時価で評価した〕変化率
その他の OECD OPEC COMECON その他リのアメカ その他の世界
1986 I 1987 1986 I 1987 19861 1987 1986 I 1987 1986 1987 
-9.0 7.1 -28.1 -10.3 -35.8 -17.6 -14.3 -9.8 、一33.5 14.5 
2.0 -21.8 -14.1 -2.9 -65.1 16. 8 -41.9 132.4 -48. 7 79.5 
-10.0 ?. 5 -30.4 -10.9 -35.0 -18.0 -13.2 -11.9 -27.3 5.5 
-8.1 -15.2 145.9 15.5 27.7 7.2 
7.5 12.6 -39.2 41. 6 -46.9 16.9 5.5 -54.6 -36.5 12.0 
-12.0 20.1 -14.2 18.5 -22.2 -37.3 1. 3 72.8 -6.7 29.3 
. 1.5 -8.4 -16.1 -40.5 -59.Q 86.1 -39.1 4.3 
-15.0 5.0 -31. 7 -26.4 -52. 7 -8.7 -18.8 -6.0 -25.4 -5.2 
10.0 12.6 -29.8 -5.6 -3.8 -21.9 -8.2 -8.7 1. 4 20.5 
6.0 10.2 -32.0 12.0 1. 0 -24.0 1. 0 -19.0 -40.9 22.3 
21.1 19.2 -46.0 -39.3 -29.5 73.6 -37.9 8.7 -18.0 14.9 
-39.8 -24.1 -47.8 3.0 -58.8 195.1 -58.6 35.0 -55.2 -54.2 
21.8 20.4 "70, 3 7. 9 9.2 12. 9 -12.1 ・7.8 18. 2 40.4 
46.8 12.9 87.7 78.2 -17.9 58.5 35.6 32.0 045.1 132.8 
14.3 -34.4 31. 9 43.6 -14.0 -21.3 23.0 -37. 7 42.8 -5.2 
16.6 51. 3 15.5 -41.9 -14.2 10.4 -3.3 -24.1 0.9 1.0 
-32.2 65. 7 -64.8 31. 0 113. 0 1. 9 
13.9 15.6 -13.8 7.4 28.6 -2.1 -8.7 -1.5 -10.1・ 20.2 
55.1 7.8 29.8 28.8 3.1 41. 3 115. 7 32.4 
35.0 28.8 -4.0 ・31. 0 4.0 99.0 36.0 111.1 
出構造が示されている。それを見れば，すでに指摘した低落基調のなかにありながら輸出
成果は1986年に比べれば良好であったとはいえ，全体として芳しくない動向にiり大きな
影響を与えたのは一ーその特に大きな•ウェートのゆえに一ーなりよりも非耐久消費財グル
ープであったことが分かる。最後に，合衆国への輸出が低水準であった点を指摘しておこ
う。つまり， 1987年の全輸出の8.1%にすぎず， これは EEC四大国のいずれと比べても
劣っている。
財・サービス輸出の他の項目のなかでは，観光関連（収入）がと｀くに大きく目立ってい
る。 1987年全体の成果は，前年の実質9彩増につづいて5%増加し，好ましいものであっ
たが，同年前半に流布していたより楽観的な予測値には及ばなかった。鏡光部門の動向は
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1-14表 EECとアメリカにかんする
EEC全体 ドイツ フ
お198け7年るにウ 変化率 お198け7年るにウ 変化率 198け7年るにおウ
エー〔形ト〕 19861 1987 エー〔劣ト〕 19861 1987 エート〔％〕
総輸出 10. 0 7. 1 16. 5 100.0 13. 0 13.2 100.0 
エネルギー関連製品 4.7 -42.9 -5.1 0.8 -52.1 -61.5 3.2 
非エネルギー関連製品 95.3 10.4 18.2 99.2 16.9 15.0 9!).8 
畜 産 品 1.8 16.8 49.2 0.4 -21.1 45.7 1.6 
野 菜 類 13.1 18. 2 27.8 1. 6 44.6 2. 7 12. 4 
食 料 品 3. 6 -3.2 16.0 4.5 -8.2 19. 2 2.0 
農業用原材料 1.4 -14.? 122.? 0.8 16. 5 140. 5 0.9 
中間生産物 28.2 0.6 15. 0 21.3 -4.5 . 1.8 25.5 
消 費 財＇ 26.0 14. 2 16. 1 24. 1 15. 0 19. 0 30. 7 
非耐久消費財 7.8 15.5 20.8 10.5 25.5 17.5 7.5 
自 動 車 15.8 12. 7 12.9 12.1 6.5 21. 8 19.5 
その他の耐久消費財 2.4 21. 7 23.7 2.1 17.7 12.2 3.7 
プラン 卜 20.9 19. 0 15.7 29.0 33.9 15. 3 23.4 
総輸入 100.0 31. 6 33.9 100.0 36.9 31.8 100.0 
エネルギー関連製品 3.1 -17.5 12.1 0.2 -37.4 -13.5 ・2.5 
非エネルギー関連製品 96.9 34.0 34.8 99.8 37.4 32.0 97.5 
畜 産 品 3. 7 87.7 9. 2 1.0 70.1 -19.1 4.9 
野 菜 類 1.4 16?.5 28.5 0. 2 6. 7 3.4 2.5 
食 料 品 a・. o 55.9 53.9 1.2 79.4 62.? 2.9 
農業用原材料 1.5 189. 6 -12.2 0.8 13.1 22.2 2.6 
中間生産物 33.5 23. 1 18.? 30.8 36.0 16.1 36.2 
消 費 財 13.? 70.0 72.4 16. 5 53.4 74.7 7.3 
非耐久消費財 3.8 54.6 41.1 3.4 61.5 40.3 2.6 
自 動 車 7.4 93.8 105.5 10.2 57.6 92.0 3. 0 
その他の耐久消費財 2.5 51.1 59.5 3.0 33.7 69.7 1. 7 
プラン 卜 40.0 26.0 45. 0 4・9. 3 3. 1 33.9 41. 0 
出所〕 DGAおよびBE.
同年下半期にずっと低調になった一一第皿四半期にスペインを訪問した外国人の数は，前
年同期を（若干）うわまわる 3.7彩増にとどまった一ー結果，上記の増加率(5彩）が最終的
にもたらされたのである。国別に見て低い増加率を記録したのは，フランスからの訪問客
であった。これ以外の主だった国々からの観光客は，平均を大いに上回る伸びを示した。
財・サービス輸入の実質増加率は，前年に続いて非常に高く22.5彩に達したが，なかで
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スペインの貿易構造
ランス イギリス イタリア アメリカ
変化率 198け7年るに 変化率 1987年に 変化率 1987年に 変化率おウ おけるウ おけるウ
19861 1987 エー ト 1986 1987 エー ト 1986 1987 エー ト 198611987 〔％〕 rnる〕 〔形〕
7.3 15. 2 10. 0 -5.D 18.9 100.0 4.8 23. 1 100.0 -14. 6 -2.2 
-40. 7 1. 6 2.3 -72.4 -33.3 1. 4 -66.5 -26. 2 1. 2 -26. 2 -7.7 
10.7 15.7 97.7 5.8 21. 1 98.6 10.4 24.3 88.8 -12.8 -1.5 
57.9 36.9 0.2 30.4 73. 2 4. 1 6.0 36.2 0. 7 -12. 2 -13. 2 
16. 3 16.5 20.0 3U 51. 6 7.0 -4U 36.3 2.2 -u 15.9 
4.0 1. 2 5.9 -5.6 15. 3 2.7 11.6 53.? 12.2 -15. 8 2.4 
-10. 7 35.9 1.0 41. 1 87.5 1. 4 -16.0 129.9 0.1 -39.3 -21. 7 
8.2 19. 1 27.6 -2.6 21.5 38.2 10. 7 24.3 37.0 -9.1 2. 9 
10. 7 12. 9 25.3 -7.0 14.8 31. 3 40.3 21. 6 22.1 -19.5 -10. 7 
1. 5 17.0 7.5 -2.5 12.8 6.8 65.2 30.6 20.0 -20.3 -12. 7 
8.1 10.8 15.8 -10.6 14.5 23.6 35.~ 19.5 0.1 
25.3 16.2 1. 9 1. 4 27.0 0.9 16.2 12.8 2.0 -12.6 20,8 
9.6 13. 7 17. 3 22.2 4. 1 13. 8 20. 1 1U 13. 2 -11. 0 5.0 
21. 2 35.4 10. 0 14.5 12.0 100.0 53.3 49. 1 100.0 -12. ~ 3.4 
-35.6 49.4 10.6 -11. 7 -24.0 3.1 46. 7 82.8 6.5 -34.6 -28.6 
23.8 35.1 89.4 21. 2 18.6 96.9 53.4 48.1 93.5 -9.6 6. 7 
91. 5 14. 4 4.9 85.6 44.9 1.0 2. 7 -22.6 〇.5 160.2 -60.9 
75. 1 ?0.9 2.8 123.? -32.9 0. 5 36. 7 628.2 1.5 〇.5 20.2 
46.4 108.5 5. 8 54.0 22.6 1. 0 -86. 6 86.8 9.4 -17.0 22.0 
253.3 16.0 1.1 981. 0 -72.4 0.9 104.9 22.0 12.8 -22.4 -22.5 
22.2 16.4 31. 2 -u 9. 1 28.6 47.8 30.9 27.8 -4.1 4.4 
21. 4 ?8.6 10.1 69.9 59.6 18.5 123. 7 64.7 3.3 4.8 12. 7 
47.2 30.5 3. 7 .36.4 28.8 6.4 70.0 40.6 ・2.0 -1.4 0.6 
-29.5 232.9 3.9 185.1 82.8 9.0 367.5 101. 2 0.1 
62.1 43.7 2.5 51. 7 90.1 3.1 59.5 40.6 1. 2 21. 7 39.2 
1. ~ 49.0 32.9 12.2 38.6 46.2 42.4 57. 1 39.6 -6.0 21.0 
も財貨の輸入増〔24.5形〕とその輸入デフレーターの鎮静化〔事実上， （その水準が）前
年と変わらない安定性〕が際立っていた。
税関庁のデータによれば， 1987年のエネルギー関連製品の輸入は純量（ネット）で5330
万トンに達し，前年に比べて1.3形増であった。こうした大幅な増加は，エネルギーの国
内消費の推移ともエネルギーに占める石油比率とも対応しておらず，、また原油輸入にかん
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1 -15表 スペインの商品グループ別外国貿易
〔輸出・入全体における各商品グループの割合：％〕
輸入 輸出
198411985 1986 11987 19841 1985 I 1986 I 1987 
全 体 10. 0 10. 0 10_. 0 10. 0 10. 0 100.0 10. 0 100.0 
エネルギー関連製品 37.6 35.6 19.0 16.3 8.9 9.4 6.3 6.2 
非エネルギー関連製品 62.4 64.4 81. 0 83,7 91. 1 90.6 93.7 93.8 
玄甲 産 品 2. 2 2.3 3.9 4.0 1.3 1.3 1.5 1. 7 
野 菜 類 2. 1 2.0 3.0 2.2 8. 6 8. 1 9. 4 10. 5 
食 料 品 3. 1 3.0 3.4 3.3 5. 5 5.0 5.0 5.2 
農業用原材料 5.0 3.8 3.5 2.5 0. 8 1. 1 1. 0 1. 3 
中間生産物 25.0 26.2 30.7 28.8 36.3 36. 7 34. 1 32.4 
消 費 財 5.0 5.3 9.2 11.2 19. 3 19.3. 22.0 22.2 
非耐久消費財 1. 9 2.0 3.2 3.4 8.7 8.9 9.3 9.0 
自 動 車 0.9 1. 3 2.7 4.4 8.7 8.7 10.6 10.8 
その他の耐久消費財 2.2 2.0 3.3 3.4 1. 9 1. 7 2.1 2.4 
プラン 卜 19. 9 21.4 27. 2 31. 2 18. 5 18.1 20.0 20.0 
出所〕 DGA. 
する他の情報源による数値とも合致しない。さらに，石油精製業界による在庫の推移にか
んするデータによれば， 1987年をつうじてそれはかなり減少したようなので，こうした不
一致は， どうやらエネルギー関連製品貿易ー一その特性と複雑さは充分承知されている
ーを統計処理する際に，各情報源ごとに麒甑が生じるという問題に関係しているように
思える。こうした観点からどうしても指摘しておかねばならないの比利用できる統計数
値間の食い違いは1986年には別の意味を持っていたという点である。つまり，税関によれ
ば，その年のエネルギー輸入の伸びは業界の数値よりも低かったが，この食い違いは基本
的に，「マキラ制」のもとで荷揚げされた原油に求められるのである。
税関のデータを利用すると， 1987年における輸入エネルギーの伸びは石油製品に集中し
ていたことが分かる。というのも，石炭の輸入はわずかな増加にとどまったからである。
1987年に石炭の輸入価格が大幅に下がったにもかかわらず，それに並行して需要が増加し
なかったのは， 198租年に比較して石炭単価〔指数の〕低下が石油製品の低下よりも10形ポ
イントも劣っていたからであり，さらに1987年における水力（発電）事情の好転も考慮に
入れねばならないであろう。
石油製品の輸入は実質で13形強も急増したが，その一部は単価の推移によって相殺され
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1 -16表 スペインの外国貿易の地域別分布
単位：各地域の上段=10億ペセタ，下段＝シェア〔形〕
輸 入 輸 出
1984 I 1985 I 1986 I 1987 1984 I 1985 ¥ 1986 1987 
世界全体 4,629.0 5,073.2 4,890.8 6,029.8 3, ?31. 1 4,104.1 3,800 2 4,195.6 
OECD 2,499.0 2,883.2 3,500.2 4,457.7 2,616.0 2,876.0 2,942.0 3,332.5 
54.0 56.8 71. 6 73.9 70.1 70.1 77.4 79.4 
EEC 1,583.9 1,868.5 2,458.1 3, 292. 1 1. 943.? 2,142.4 2,295.3 2,674.9 
34.2 36.8 50.3 54.6 52.1 52.2 60.4 63.8 
ドイツ 458.7 537.4 736.1 970. 2 361. 8 392.5 445.5 503.2 
9.9 10.6 15.1 16.1 9.7 9.6 1. 7 12.0 
フランス 398.0 471.1 571. 4 773.9 566.6 635.0 682.9 786.6 
8.6 9.3 1. 7 12.8 15.2 15.5 18.0 18.8 
イギリス 281.1 329.6 377.7 422.8 343.0 351. 3 335.4 397.9 
6.1 6.5 7.7 7.0 9.2 8.6 8.8 9.5 
イタリア 195. 3 232.7 356.9 532.4 225.6 288.1 302.3 371. 8 
4.2 4.6 7.3 8.8 6.0 7.0 8.0 8.9 
その他 250.4 297.6 416.1 593.1 446.6 475.5 529.2 _ 615. 7 
5.4 5.9 8.5 9.8 12.0 1. 6 13.9 1.4.7 
アメリカ 519.3 553.0 482.6 499.0 361.1 408.6 351. 0 341.6 
11.2 10. 9 9.9 8.3 9.? 10.0 9.2 8. 1 
日、 本 141. 8 172. ~ 240.9 2?0.2 58.9 53.5 42.5 46.3 
3. 1 3. 4.9 4.5 1.6 1.3 1. 1 1. 1 
OそEのC他Dの 254.3 289.0 318.5 396.4 252.3 m.s 253.2 2?0.3 
5.5 u 6. 5 6. 6 6.8 6. 6 6. 7 6.4 
OPEC 1, 118. 7 1, 021. 7 551. 6 570.0 346.3 300.1 215. 7 193.5 
24.2 20.1 1. 3 9.5 9.3 7.3 5.7 4.6 
COMECON 158.2 140.3 98.9 171. 7 122.7 170.3 109.4 90.2 
3.4 2.8 2.0 2.8 3.3 4.2 2.9 2.1 
．その他の 500.9 518.1 322.0 350.1 150.4 159.4 136.6 123.2 
アメリカ 10.8 10.2 6.6 5.8 4.0 3.9 3.6 2.9 
その他の 352.3 509.9 418.1 480.4 495.6 598.3 398.0 455.8 
世 界 7.6 10.1 8.6 8.0 13.3 14.6 10.5 10.9 
出所〕 DGA. 
た。 1987年における原油の輸入価格は，前年のそれを8%上回る 1バレ'・レ当たり 16.9ドル
であった。だが逆に， ドルが減価したためにペセタ建てのトン当たり価格は5%前後下が
ったのである。
1987年における非エネルギー関連製品輸入は，同年初めの予想を超える高い伸びを示し
た。こうした際立った動きを説明する要因として，国内経済活動が高水準で維持されたこ
と，これら（非エネルギー関連製品）の価格が鎮静化したこと，そして EECへの統合が
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（新しい）環境をもたらした＿これについてはすでに言及した一ーことを挙げるだけで
十分であろう，
長期にわたる実質輸入の低下の後に，力強い国内経済成長のもとで，対外開放を前にし
てスペイン経済が輸入性向を高めた点を力説しておかなければならない。•こうした観点か
ら， 2.2.2節の冒頭に載せた1-9図の分析が重要な意味をもつことになる。そこには，
この16年間における実質輸入と最終需要の関係が示されている。すでに指摘したように，
経済危機の期間に生じた活動水準の低下は輸入増加率をかなり引き下げ，かくてその増加
率は最終需要の増加率よりも落ち込んだのである。こうした事実ーーそれには，周知のよ
うに外国から大量に輸入されるプラントヘの投資比率の低下が，非常に大きな影響を与え
た一ーにたいする最大の例外は， 1979年に見出される。この年に，特定の消費財の輸入条
件がある程度自由化されたので，その実質増加率は，国内民間消費がわずか 1.3彩の伸び
にとどまったにもかかわらず， 30彩強に達したのである。かくして，大幅な対外開放がス
ペインのような経済に及ぼす反署は，明白であると言わざるをえない。
1987年における非エネルギー関連製品輸入の構造と推移にかんして載せられているすべ
ての表から，その輸入の強さと普遍性が一~いろV立ヽろな製品グループにかんしても，また
さまざまな地域にかんしても一一振察される。とくに，消費財とプラントー~なかでも，
自動車，一般機械，陸上輸送機器—一の輸入が際立っている。農業用原材料の輸入額がマ
イナスの変化率をとったのは，これらの財貨のペセタ建て価格が低下したためであり，ま
たEC内部で米国産穀物の買付けにかんして問題が発生しているためであるに相違ない。
やはりマイナスの変化率をもった野菜類については， 他の地域から EEC諸国への（需
要）シフトが観察される。
輸入相手国に注目すると，合衆国からの輸入はドル建てで21形強の増加率を示したが，
これは実質的にもかなりの伸びに相当すると言えよう。 EECからの輸入については，消
費財とプラントに大幅な増加が見られた一一自動車の輸入にいたっては 10551るも増えた
—ほかに，これまではウェートが低かったものの異常に伸びた若干の商品グループが存
在する。すなわち，フランスとイタリア産の野菜類，これらの二国とドイツ産の食料品，
イギリス産の畜産品などがそれである。これらの商品にそれまで閉ざされてきた（スペイ
ン）市場への接近を可能にしたのは，たいていの場合，新しい貿易情勢なのである。
これまでにも指摘してきたように，この3年間にスペインの外国貿易において生じた変
容は激しいものであり，将来においても抜本的に変化してゆくものと思われるb
1-15表には，この4年間における製品グループ別の貿易構造が示されている。もっと
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も注目すべき事実は，疑いなく，エネルギー関連製品輸入の，価格の下落にもとづくウェ
ートの低下である。このことは，それ自体が他の製品グループのウェートを左右したので
あるが，消費財やプラントの輸入が際立って一一つまり，前者の場合は（四年間で） 6.% 
ボイント，後者の場合は11彩ボイントも一ー増加するのを妨げはしなかった。また，自動
車の輸入のウェートも著しく増加したが，他方で中間財の輸入は-上記の原油価格の下
落に関連して一ー1986年に増えた後に， 1987年にはそのウェートを低下させた。おそらく
その原因は，この種の中間財を大量に利用する輸出の伸び悩みに求められるであろう。
こうした輸入構造の変化は，それの決定要因の推移に関連しており，また一~ こ
の数年来スペインで経験されてきた各経済活動の成長率がそのまま持続され，かつ相対価
格構造に唐突な変化が生じないかぎりーー将来においてもスペインの輸入が進んでゆく方
向をも指し示している。
輸出について，• もっとも際立っているのは中間生産物のウェートの低下であるが，この
グループには，対外的な影響の側面だけでなく対内的な側面自体においても問題を抱えた
すべての部門が含まれている。この中間財とエネルギー関連製品における輸出の低下は，
いくつかの伝統的産品〔野菜類〕とならんで消費財〔とくに自動車〕やプラント〔基本的に
は陸上輸送機器〕によって埋め合わされた。こうしたスペインの輸出構造の変化は，大体
において積極的なものであったと言えよう。なぜなら，それは，スペインが大きな比較優
位を享受しているある種の財貨〔農産物〕ゃ，国際市場においてよりダイナミックな需要
に恵まれている諸部門を含むその他の財貨〔最終工業製品〕の（積極的な）展開を示して
いるからである。
製品グループ別貿易構造に変化が見られた結果，地域別貿易構造ー一輸入相手国と輸出
相手国—ーーにも大きな変容が生じた。スペインの輸出のほぼ64.%と輸入のほぽ55.%が一一
もし，非エネルギー貿易にかぎれば，それぞれ65彩と 63彩が一-EC市場に集中してい
るという事実は，さらにもっと具体的に言えば， EC四大国（ドイツ，フランス，イギリ
ス，イタリア）でスペインの輸出のほぼ50彩を受け入れ，輸入の4596強を賄っている一―-
非エネルギー貿易にかぎれば，それぞれ51彩と52形にのぼる一一という事実は，スペイン
の輸出相手国の支払能力が保証されているだけでなく，スペインの大部分の輸入財の価格
安定性もが確保されていることを意味している。しかしそれは，スペインの経済政策を EC
の中枢で展開されている政策に一致させる必要性をも含意しているのである。同時に，将
来の輸出の進展という槻点から，それは輸出競争力の推移にかんしてもっとも広義の挑戦
であって，競争力をつけるためには，生産コストを抑制するだけでなく，各種の製品にか
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んするデザイン，品質，および技術の面でも努力が必要とされるであろう。
2. 3生産
生産物が産出されている各活動分野の観点から，この数年来のスペインの国内総生産の
推移を見れば，前節ですでに指摘した諸特徴が再確認できる。つまり， 1-17表から分か
るように，天候に非常に左右されやすい農漁業部門を除くと， 1985年は非農業生産の成長
率が（上向きに）転換した年にあたり， 1986年には（成長率が）さらに一層加速化し，そ
して1987年にその伸び率は定着したのである。 1987年に総国内生産の成長率がもっとも高
まった原因は，基本的に大豊作に求められる。
さらに，各非農業部門の個別的な推移にかんする1986年と87年の基本的な特徴は，互い
に類似しているだけでなく．， すでに1985年に指摘された， この数年来のそれとは異なる
（各部門の）特質をも確固たるものにしている。すなわち，第二次産業が相対的に大きな活
力を有している反面で，第三次産業を利する脱工業化の，事実上1975年に始まった長いフ゜
1-17表 国内総生産の部門別成長率とその寄与度〔aJ 彩
実質成長率 寄 与 度
1 19841 1985 I 1986 I 1987 1 1984 1 19851 1986 1 1987 
農 漁 業 8.6 2.4 -11.0 9.5 0.6 0:2 -0.8 0.6 
非農業部門 1. 4 2.3 4.3 4.9 1. 3 2.2 4.1 4.7 
工業部門 -0.5 2. 1 5.'2 5.? -0.2 0.8 1.9 2. 1 
工〔建設業を除く業〕 1.1 2.1 5.0 4.5 0.3 0.6 1. 5 1. 3 
建 設 業 -6.2 2.2 5.9 10. 0・ -0.5 0.2 ・0.5 0.8 
サービス業 2.6 2.4 3. 1 4. 5 1.5 1.4 2. 1 2.6 
銀行サービス＊ 1. 9 2.2 5.1 -7.5 -0.1 -0.1 -0.2 -0.3 
輸入関連税＊ -1.0 4.0 10.0 11.4 0.0 0.1 0.2 0.2 
国〔市内場総価格生表産示〕 1.8 2.3 3.3 5.2 1.8 2.3 3.3 5. 2 
出所〕 INEおよび BE.
り INEの推計には， IVAは独立した項目としては含まれていない。というのも，
・INEがとっている評価（推計）のシステムは総額方式であり，これは各分野の生産
総額に IVAを賦課して，その中間消費（投入）からは IVAを差引くことになっ
ているからである。
嘩行サービスは帰属所得（生産）として算定され，また輸入（原文では輸出）関連
税は輸入サービスの代理変数として用いられている（訳者）。
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ロセスは足踏みしているのである。
2.3. 1 農漁業
1987年にスペイン経済の農漁業部門の付加価値は， 1980年の固定価格で計って 9.5 51る増
加したが，この数値のもつ重要性は， 1986年におけるその強い実質的な後退〔ー11.0形〕
と比較しても，またそれが，例外的な（豊作の）年であった1971年以来の記録的な高さで
あるという事実からも確かめられる。素晴らしい好天に恵まれたために，多数の農産物と
くに穀物・ぶどう酒・食用油の収穫は良好であった。また，牧草が豊かに採れたために牧
畜用中間投入財は低廉化しが，これもまたその分野の生産に好ましい影響を与えた。
農業の好成績が他の経済諸部門に及ぼした有利な影響は，三つの基本的なマクロ経済変
数-対外不均衡，雇用水準，インフレ・プロセスの展開ーーから明らかに読みとれる。
1-13表と 1-14表から， 1987年における農業貿易収支の好ましい展開が観察できる。
だが1986年にはこの収支は，農業部門の生産が激減したために，悪化していた一（より
具体的に言えば）輸出の動向が平年並みであった反面，関税引き下げの第一段階の好影響
もあって輸入が加速的に急増した一＿のである。 1987年には（逆に）輸出の伸びが大いに
加速化したのに対して，輸入は絶対的に減少したのである。
1987年の雇用の推移が分析される 2.4節では，その年に農業雇用の低下率がはっきりと
鈍化して好ましい動向を示した点が詳しく述べられる。農業の付加価値に比べて過剰な就
業者〔ちなみに， 1987年に農場部門の就業者は全就業者のまだ14.951るを占めていたのに対
して，その付加価値は市場価格で表示した GDPのたった5.5形にすぎなかった）のかな
りの部分は，年々非農業部門への労働供給源になってきたが，これは—雇用（機会）が
高い率で創出されているにもかかわらず—一体依然としてこれら非農業部門に見られる高い
失業率を説明するうえで量的に重要なひとつの要因である。しかしながら， 1987年の農業
部門での雇用の後退は，この年が豊作であったために，その歴史的な趨勢よりもかなり下
回り，一時的に工業部門やサービス部門への（労働供給）圧力を弱めたのである。
スペイン経済において国内物価の上昇率を一一輸入価格と協働して—低下させた要因
として， 1987年における農産物価格の鎮静化の重要性が，利用可能なすべてのデータから
確かめられる。農村物価指数〔農家受取価格〕は， 1987年の平均で0.6形低下したが，前
年には 8.6 9.る上昇していた。末加工食料品の消費者物価指数は，前年の 10形に対して 5.9
％の上昇にとどまった。こうした鈍化は，もし年間をつうじての（累積）上昇率で比較す
れば―1986年の11.3形から， 1987年には2.9形となり一~ 最後に，農
業部門の付加価値デフレーターは，前年の14.3形に対して約 1彩の上昇でおさまった。
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農村物価指数〔農家支払価格〕もまた，落ち着いた推移を示し， 198~年の3.2彩に対し
てわずか0.45! るの上昇にとどまった。それにもかかわらず， 農家受取価格と農家支払価格
の比率は，この両年の間に悪化したのである。とはいえ．この部門の実質的な生産が好ま
しい動きを示したために．そうした価格の推移は埋め合わされ，前年に比べて農家の貨幣
所得は著しく回復した。それでも，ふたたび，スペイン経済の GDPに占める農業部門の
割合は低下したのである。 (1987年に）農漁業部門の付加価値の名目成長率は，総国内生
産の伸びが11.6%であったのに対して， 1096前後であった。 1986年には第一次産業の付加
価値は，時価で表示して1.7形しか増加しなかったが， GDPは14.6彩も伸びたのである。
最後に，正確なデータは手に入らないけれども， 1987年における農業最終生産のかなり
の部分は，ー一その部門の輸出が例外的に増加し，また輸入が劇的に減少したにもかかわ
らずー一農産物ストックを積み増すのに用いられたように思える点を指摘しておかねばな
らない。
2.3.2 第二次産業
1987年の工業生産の推移は， 1986年にこの部門で記録された著しい回復を確かなものに
したと言えよう。国民統計協会 !NEの推計によれば，建設業を除く工業部門の付加価値
は,1980年の固定価格で計って1987年に4.5彩伸びた〔1986年の伸びは，同じく INEに
よれば5彩であった〕。こうした工業部門の上昇傾向は， その最終生産の一ーとくにエネ
ルギー関連部門を除いた一一推移にかんして利用できるデータを見ればより一層明らかで
ある。かくて，工業生産総合指数の上昇は，前年の3.1彩から1987年には4.6%になるが，
さらにエネルギ一部門を除けば，その伸びはそれぞれ3.5%と5.3彩に高まる。
他の工業諸部門に比較してエネルギ一部門のウェートの低下が一ーすでに1986年に，工
ネルギ一部門全体の伸びは，工業生産全体の伸びに比べてかなり劣っていたとはいえー一
1987年により鮮明になった理由は， 1986年には大幅な伸びを記録していた石油精製部門が
後退した〔ー4.3彩〕からである。そうした後退の基本的な原因は，一般的には輸出向け
の一4寺殊的には「マキラ制」のもとでの一一石油精製業の不振に求められる。というの
も，国内市場向け石油製品の消費は国内の工業生産活動が一般に活況を呈していたこと
に照応して上向きであった一ー独占的（「石油専売株式会社」の）．製品については約3彩
上昇した—―—からで，いくつかの石油製品の場合には，それらの財が生産的投入財として
用いられる際の節約（省エネ）傾向は逆転すらしたのである。実際， 燃料油の国内消費
は，長年一貫して絶対的に減少してきた後に初めて，わずかとはいえプラスの伸び率を記
録した。それゆえ．このエネルギ一部門が1987年に衰退したのは，世界需要の見通しもそ
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1-10図 工業生産指数： 3カ月の移動平均〔a〕とその趨勢
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a〕極端な値を修正した季節調整値の時系列。
れほど明るくなく国際価格も低迷しているこの部門にとって，外国市場を獲得するのがま
すます困難になっている点を反映しており，したがってまた輸出事情とも関連しているの
である。そうした困難に加えて，近い将来， ECへの統合過程に由来するスペイン国内市
場での競争の激化も生じるであろう。
これ以外で重要なエネルギ一部門である電力の生産は，ー1986年にエネルギーの国内
生産全般を著しく衰退させたとはいえーー1987年にはよりダイナミックな動きを示したの
で，ガスの生産とともに，国内工業生産にプラスの寄与をなした唯二つのエネルギ一部門
を構成することになったのである。さらに，電力消費にかんする手元の詳細なデータによ
れば，産業向けとりわけ軽工業向け投入財としての電力需要が相対的に高まっていること
が確かめられる。
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1-18表工業生産指数の変化率〔建設業を除く〕
〔1972年ベース〕
1985 1986 I 1987 
総合指数 2.0 3. 1 4.6 
エネルギー _(10.3彩〕 4. 1 0.? 0. 1 . 
固体燃料の掘採と加工 1. 3 -3. 7 -9.1 
石油掘採 -6.8 -13.6 -9.3 
石油精製 1. 5 10.1 -4.8 
放射性鉱物の掘採 -10.8 21. 9 -4.3 
電気・ガスの生産 5.6 1. 5 3.5 
非エネルギー鉱業と化学〔21.2彩〕 0.3 -1.2 -0.3 
非金属鉱物の掘採と加工 -3.8 -11.5 -35.2 
金属の生産と一次加工 1. 5 -7.2 -0.9 
非エネルギー非金属鉱物の掘採 -5.9 0.3 -5.2 
非金属鉱業 -5.4 7.5 2.9 
化学工業 2.4 1. 6 1.8 
金属加工・精密機械〔24.2%〕 3.8 9. 4 11.? 
金属製品製造〔一般機械と輸送機器を除く〕 2.3 1. 7 9.2 
一般機械・機械設備製造 9.8 5. 7 -0.4 
事務用機器製造 -16.8 -13. 9 -6.5 
電気機械・機材製造 -0.2 13.0 1. 2 
電子機器製造〔コンピュータを除く〕 -0.9 28.1 32.4 
自動車製造 8.6 10. 9 12.4 
造 船 4. 7 27.6 8.8 
その他の輸送機器製造 -22. 7 -5.0 20.4 
精密機械・光学器具などの製造 6.2 4.1 24.7 
その他の製造業〔44.3形〕 1.4 3.0 5.0 
食料・飲料・たばこ 4.8 -0.9 8.0 
繊維工業 4.5 8.1 3.9 
皮革製造業 -0.8 4.0 -0.3 
履物・衣服• その他の繊維製品製造業 -1.4 -1.4 -1.2 
木材・コルク製造業 -8.1 16.4 6.4 
紙• 印刷・出版業 -2.7 6.4 5.0 
ゴム・プラスチック製品製造業 5.1 0.9 7.2 
一以上，製品の産業別分類＿
消費財 (35.8%〕 1. 1 3. 3 5. 6 
食料・飲料・たばこ 4.8 -1.8 9.0 
その他の消費財〔工業製品］ -0. 7 5.5 4.9 
プラント〔14.1%〕 '?.2 10.6 15. 5 
金属装置・ボイラー類 4.6 2.6 7.8 
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1985 1986 1987 
輸送機器 9.5 20. 7 16.9 
一般機械•その他 7.1 8.8 16. 7 
中間財〔50.1%〕 1. 7 1.5 1.6 
エネルギー 4.1 0. 7 0.1 
建設資材 -3.4 2.0 1. 3 
非エネルギー抽出産業と化学 1. 2 -3.3 -1.5 
その他の中間財 1. 7 5.6 4.8 
ー一以上，製品の用途別分類—―-
出所〕 INE. 
工業の非エネルギ一部門における回復は事実上普遍的であったが，その例外はある一握
りの製造業部門と鉱業である〔1-18表をみよ〕。事実， 工業生産指数のデータをより詳
しく分析すれば,20形を超える実質成長率を記録した多数のサプセクターの存在が明らか
になる〔61.2形の伸びをもった電気通信設備にはじまり，時計，魚缶詰．オートバイ，自
転車．電線・ケーブル．鉄道資材など〕。造船部門でさえ． 実質で9形近い成長率を達成
したのである。
国内工業生産が全般に活況を呈したのは，国内需要の強い伸びに支えられていた。とい
うのも．外国部門の寄与は1986年と同様にマイナスであったからである。工業製品輸出は
前年の芳しくない動きに比べてかなり回復したものの，各輸入財の購入は前年につづいて
高い伸びを維持したために，一般的に言ってほとんどすべての工業分野では，国内市場に
おける販売の伸びが当該生産の伸びを大幅に上回ったのである。 1986年と87年に工業製品
の輸入がかなり増加したが，それは~ ペセタが強くなり，対外
開放が進められた状況下では一~内需自体の活性化や国産品にたいする輸入財の相対価格
の推移によってはほんの一部しか説明できない点を力説しておかねばならない。だがその
反面．前に指摘したように， 10年間にわたってスペインの工業生産がわずかながらも伸ぴ
てきたのは，ほとんどもっぱら外国需要に支えられていた点も忘れてはならない。内需が
急速に，かつある点までは一一少なくともその量的な面で一ー予想外に大きく回復したこ
とは，国外市場しか注目していなかった多数の企業を驚かせた。それゆえ．国内需要の構
成の重大な変化によって必要になった資源の再配分は，多くの工業分野において生産能力
が不十分でその技術も陳腐化していた点を暴露したものと言えよう。こうした分野のかた
わらに．「危機」によって生み出された経済的陳腐化のゆえに利用されない過剰生産能力
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（設備）をかかえた伝統的部門が併存するのである。こうした観点から輸入は，多くのエ
業部門の供給能力に一ーしたがってまた価格に—たいする国内需要の圧力を軽減するう
えで決定的な役割を果たしてきたが，同時に設備能力を拡大し近代化するための資本財に
たいする国内需要のフローも（輸入をつうじて）充足されたのである。
工業生産指数を各財貨の用途別に分類したデータ (1-18表〕から，投資財とくに一般
機械と輸送機器の生産に関連した工業は，そうした投資財需要のうち輸入で賄われた部分
が非常に大きなウェートを占めたにもかかわらず， 大きく力をつけたことが確かめられ
る。なかでも際立っているのは，産業用貨物自動車と鉄道資材の物的生産が， 20彩強も伸
びた陸上輸送機器（「その他の輸送機器」）であるが，鉄道資材が増産されたのは，スペイ
ン国営鉄道 RENFEの「鉄道輸送計画」に関連して最初の投資が行われたためである。
消費者向け工業製品の生産業界も，そうした需要が国内市場で回復したことから利益を
うけた。これらの製品の輸入が異常に高い率で増えた〔1-13表をみよ〕にもかかわら
ず，最終需要に占める輸入消費財の比率はまだ（スペインでは）低いがゆえに，それが国
内生産に及ぽす縮小効果は比較的小さかったのである。食品工業はとくに躍進したが，そ
れは一部は豊作のお蔭であり，また外国資本の進出による活性化の成果でもある。スペイ
ン経済が受け入れた外資のかなりの部分はサービス部門一一金融，不動産，保険，小売業
一に振り向けられてきたとはいえ，いろいろな工業部門もまた外国投資家の関心をだん
だんと集めつつある。たとえば，伝統的な部門である自動車の他にも，化学・薬品工業， ＇ 
紙，そして食品といった部門がそれである。ともあれ， 1987年における食品工業の積極的
な推移については，食料品の需要が相対的に非弾力的であり，その生産も第一次産業の成
果（収穫）に結びついた供給要因により感応的である点を考慮に入れておかなければなら
ない。かくて，こうした食品工業の回復は，その大部分が豊作の成果であり，またその生
産の一部は外国市場に向けられて，輸出の大幅増をもたらしたのである。一般の消費財製
造業の場合と同様に，この食品の場合も，輸入による外国（製品）の進出は大いに高まっ
たとはいえ，その貿易収支尻は有利に推移した。
他の消費財製造業でも，いくつかの例外が存在する一衣服•履物・繊維製品の分野で
は，不利な推移が続いた一ものの，一般には需要の回復が見られた。耐久財の需要を代
表して示す乗用車部門では，強い国内需要（の一部）が86年と同様に輸入車にながれ続け
たにもかかわらず， 9.4%の実質的な生産の伸びが記録された。 この乗用車部門の国内生
産を維持するうえで，輸出の貢献はふたたび著しくなった。
石油精製部門と抽出産業（鉱業）のすでに触れた芳しくない推移を中軸にした，非常に
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1 -11図 セメントの見掛け消費と建設業就業者の趨勢
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出所〕 OFICEMENおよび INE.
まちまちの動向は，中間財の国内生産を集計したデー，-7からは読み取れない。しかし一般
的にいって，最終消費財と投資財の生産に関連した分野では，大きなプラスの成長率が記
録された。もっとも，この場合も，輸入への（需要の）流出はかなり一般的であった。
最後に，建設部門における付加価値は，活況を呈したその最終需要ー一それは，前に指
摘したように，約11形伸ぴた一ーに並行して推移した。こうした上昇を主としてもたらし
たのは，付加価値／中間財消費（投入）の比率が住宅建設よりも低い公共事業であったけ
れども，①建設部門の就業者の動向にかんする手元の情報， すなわち「労働力調査」の
ー 1987年第I四半期にこの情報源に加えられた統計処理上の変化をも紗酌した一ーデー
夕〔それによれば，建設業就業者は9.7彩増〕，R代表的な建設資材の利用にかんする指標
の推移〔たとえばセメントの見掛け消費は11.05lる増〕， そして③これまでの数年間に比べ
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て改善された住宅（投資）の動向，などから判断して，建設部門の総付加価値の伸びは，
その最終（販売）価額の伸びとそれほど掛け離れていたとは考えられないのである。試算
によれば，この付加価値の伸びは，建設投資のそれを 1ボイント下回る10.0%にのぼって
いる。
2. 3. 3 サービス業
サービス業の分野もまた， 1987年に好ましい動向を記録し，その成長率を1986年よりも
高めたのである。もっとも，総国内粗生産に占めるその割合は，農業と建設部門が躍進し
たために低下した。 しかしながら， サービス分野全体で活動のリズムが持続された一
INEの推計によれば，その実質的な付加価値の伸びは〔1986年の3.7彩に対して〕 4.5彩
になった一ーことは，サービス部門のなかでも景気循環により関連した活動分野の大部分
を特徴づけたに違いない活性化を裏付けている。かくして，民間サービス業では，事実上
すべての分野が一ーただし，賃貸住宅（サービス）や販売用（有償）の教育・保健衛生サ
ービスといった，その需要の所得弾力性がより低い分野を除けば—実質で 5 彩以上の成
長をしたに相違ない。
商業部門は， INEの暫定的な推計によれば，実質で5彩成長した。輸送部門の付加価
値の推移にかんする正確なデータは手に入らないが，手元の部分的な指標からは， 非常
に積極的な動きがとくに航空運輸と道路貨物輸送において観察される。ホテル・レストラ
ン・カフエテリアの部門では，国際観光（外国人向けサービス）の実質成長率はあまり伸
びなかった―スペインを訪れた外国人は 1986年の 10.0彩増に対して 6.2彩増にとどま
り，また外国人宿泊者の伸びは前年の 10.8彩から 5.4彩になった一が，これは国内観光
の大幅な成長によって埋め合わされた。ホテルに泊まったスペイン人銀光客にかんする手
元のデータは，前年の停滞から一転して10.7%増を記録している。かくて，全宿泊者数は
内外合わせて7%増になったのである。通信部門においてもまた，通信サ....ビスの推移に
かんする手元の若干の部分的なデータと，とくに通信用プラントの前述した生産と需要の
急埠iから類推できる間接的な証左から判断して，かなりの成長が生じたに違いない。
信用〔機関〕の分野でも非常に積極的な動きが見られた。信用制度（全体）の付加価値
は名目で 16.4彩増加したが， これは， 1986年に記録された大幅な回復〔前年比で名目16
彩増〕を確かなものにしたうえに，その実質成長をも加速化した〔固定価格表示で約9彩
増になった〕ことを意味している。付加価値の名目成長率は（前年に続いて）再び高か
ったが，しかし率そのものは前年と変わらなかったスペイン銀行と公的信用（機関）を
除けば，銀行制度（全体）の生産の好調な推移は一層明らかになる。つまり，その付加価
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値の名目成長率は， 1986年の13.9%から15.9%になるのである。しかしながら，信用部門
の推移は付加価値で見れば， 1986年に生じた回復の持続と強化という一般論が当てはまる
とはいえ'-#1111価値の創出形態にかんしても，雇用者の報酬と営業余剰へのその分配
にかんしても一ー1987年におけるその部門の動向は（前年とは）著しく異なっている。実
際， 1986年にこの部門の総生産の名目成長率が加速化したのは，預金金利と貸出金利がと
もに低下傾向を見せた状況下で，仲介マージンが上昇した結果なのである。 1987年には，
①利子率が自由化され，②貨幣市場から利子率（高騰）の圧力が伝えられ，⑧国庫証券が市
・場に出現して以降それだけ競争が激化したために，預金金利にたいする上昇圧力が生じた
が，こうした圧力は，信用（機関）の生産活動とその需要の強い回復に符合していた。こ
うした事情から，預金金利コストの（上昇）圧力は貸付金利に転嫁されたのである。かく
て，このような動きは，取引量の大幅な増加とも相まって，この部門の総生産の上述した
ような伸びを決定づけたのである。さらに，こうして創出された付加価値の分配もまた，
1987年には前年と異なった推移をたどった。つまり，前年には，年金のための基金がとく
に貯蓄金庫において積み立てられた結果，社会保障負担ーーとりわけ「擬制的」社会保障
負担〔注1) —ーが60%以上も増えたのに， (87年には）その増加率が大幅に鈍化したた
め，総営業余剰のシェアは際立って増えたのである。 1987年における保険部門の推移は，
-1986年のそれが， 「プリマ・ウニカ」 primaunicaと呼ばれる生命保険業種の生誕
によって左右された〔ちなみに，この新業種が集めた保険料は，従前からのそれが約800
億ペセタであったのに対して3,300億に達し， 1987年にも， 900億の他の生命保険料に対
して2,350億を集めた）ように一ー自動車保険の保険料が前年比で50%近く上昇したこ
とによって左右された。こうした特徴は，国民所得勘定における「保険サービスの生産」
という概念の特殊性〔注2〕のゆえに，保険部門の総付加価値の推移にいろいろな影響を
注1〕擬制的社会保障負担とは， a〕企業が負担する「社会的配慮」 atencionessociales 
のための支払ー一それは，①雇用者の報酬の一部として， また②社会保障給付とし
て，二度（その姿をかえて）雇用関係に現れる―と， b〕企業で積み立てられてい
る年金用基金の純積み増しのための支払，プラスそうした特定の基金から受給者への
支払ー一これらは，①全体としては雇用者の報酬に計上され，同時にまた③社会保障
給付〔受給者への支払〕として，あるいは退職年金の数宇（帳薄）上の準備高の変化
〔純積み増し〕として二度雇用関係に現れる一一七いう，二種類の措置からなる社会
保障制度に対応している。
注2〕保険サービスの生産は，当該年度に獲得された保険料のうちで，賠償（保険）金支
払にも機械的（に必要）な準備金の設定にも振り向けられない部分と，そうした準備
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与えている。つまり， 1986年にこの部門の付加価値は，企業取引税 ITEの廃止によっ
て保険料が約2彩低下した一 ITEは保険料に（内税として）含まれていたが，それに
代わった付加価値税 IVA は含まれないようになったマ~ 価額で約6彩，数量（実
質）で約4彩それぞれ減少したものと推定される。「プリマ・ウニカ」保険のブームの年
に保険（サービス）の付加価値がこうした一見奇妙な推移をたどった理由は，次のように
説明できる。すなわち， こうした保険業務（成約）は，銀行に設定された預金と同じよ
うに，（それだけでは）付加価値を高めないのである。 というのも， 保険会社にとっての
収益は，獲得した資金でもって実現される金融仲介プロセスからの利子や資本利得にもと
づいているのであって，所得（雇用）創出プロセスヘのその貢献にもとづいているのでは
ないからである〔注）。 1987年について言えば， すでに指摘した自動車保険の推移ーーそ
れは， ECの規準に適合するよう強制保険に関する法律が手直しされたことと関係がある
ーは，他の分野の推移と相まって，価額で6.5彩を超える付加価値の伸びを裏付けてお
り，これは，（保険）料金体系が事実上安定していたので数量⑥項D的には約4.5彩の伸びに
相当するが，それらは，この時期におけるサービス業一般の推移と一致する数値である。
国民経済計算で「事業所向けサービスおよびその他の有償サービス」の項目に挙げられ
ている経済活動のなかには，強い拡張的な推移をたどっている分野全体が一括されてお
り，したがってそこには， 1987年の GDPの成長に大きく寄与した他の多くの分野が含ま
れている。•そのなかには，不動産販売サービス，広告業，情報サービス，弁護士業などが
含まれている。 INEの暫定的な推計によれば， 1987年におけるこうしたサービスの実質
成長率は約8彩であった。
最後に， INEの推定によれば， 1987年における政府部門の「非売（有償）サービス」
の分野の実質的な付加価値の伸びは4.9%であった。これは非常に暫定的な推計である。
というのも，政府部門の雇用の推移にかんするデーター一一それは「労働力調査」から入
手され，不正確にならざるを得ない一ーでもってその部門の実際の（付加価値の）動向を
評価するという従前からの困難に加えて， 1987年第I四半期に統計処理上の断絶が生じた
ことによる不確実性が付け加わったからである。ともあれ，こうした情報源によれば，公
金（を元本にして得られ，それ）に組み込まれる利子から構成される。
注〕すなわち， 生命保険の分野で活動するこれらの企業の場合は，銀行の場合に似てい
る。というのも、プラスの付加価値を生み出すにあたり銀行も、みずからの生産高を
算定する際に「銀行サービ久の帰属生産高」ー一これは，その後，経営（状態）を算
定する際に修正される一ーという調整項目を持ち込んでいるからである。
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企業を含む公共部門の雇用者は， 1987年をつうじてわずかに減少したものと思われる。公
企業における雇用のマイナスの推移を認めるとしても， 「労働力調査」そのものによれば
公企業での雇用は公共部門全体の雇用のたった19.7彩にすぎない以上，政府部門の雇用者
の総報酬について推計された11.6彩の名目的な増加は，予算段階におけるあらゆる予想を
優に超える，就業者一人当たりの報酬の強い伸びを想定しない限り，集計された統計結果
とは容易に帳尻が合わない。 INEの推定によれば，その総報酬の名目的な伸びは， a〕雇
用の増加〔3.%〕プラス生産性の上昇による追加的な増加分〔2ボイント〕と， b〕付加
価値デフレーター〔6.2.%〕に分けられるが，これは， 1987年の「一般予算（案）」段階で
の予想をまだ1.2ボイントも上回っているのである。
2. 4 労働市場
「労働力調査」〔1-19表〕によれば， 1987年は雇用が増加し始めて3年目にあたる。
スペイン経済の総就業者数〔注〕は37万1000人 (3.1%〕増えたが，この数値は 1986年の
1-19表労働力人口の変動 単位：千人
絶対数 増， 減
四198半7年期第〔aw〕 1985⑪) I 19部(b〕I 1987厨
16歳以上の人口 29,453 386 327 400 
労働力人口 14,498 137・ 273 358・ 
就業者数 11,594 57 317 371 
失業者数 2,904 80 -44 -13 
非労働力人口〔兵役など〕 14,955 249 54 42 
り 1987年の「労働力調査」 EPAによる。
b〕印87年の EPAにおける就業者の定義を 1976年の EPAの時系列に適用するこ
とをつうじて INEが改訂した時系列に依っている。
り EPAの手直しによる統計上の飛躍（断絶）を修正済み。こうした飛躍（的増加）
は， 20万1000人にのぼるが，それは，雇用の真の変動を知るために， 1986年第IV四
半期から 1987年第IV四半期の間に就業者数の時系列〔INEによる改訂済み〕に見
られた増加から推定されたものと思われる。それの部門別配分は，農業に2万8000
人，工業に6万1000人，建設業に 1万8000人，そしてサービス業に9万4000人とな
っている。
注〕 1987年第I四半期に「労働力調査」の方法と作成の両面で手直しが行われたが，これ
は，非雇用者数にも就業者数にもまた労働力人口にも影響を与えた。 この「年次報
告』のすべての図表では，そのために生じた非連続性に修正がほどこされている。
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それ〔31万7000人〕や1985年のそれ〔5万7000人〕を上回っている。しかしながら，こう
した雇用の改善も，労働力人口が大幅に〔35万8000人〕増えたために，たいして失業の減
少には結びつかなかった。 1987年第1V四半期に失業者は 290万4.000人にのぽったが，これ'
は労働力人口の20彩にあたる失業率であり，失業者数も前年同期より 1万3000人減った
にすぎない。
1987年における雇用と失業の推移は， 1985年以降の労働市場の特徴である活況のなかに
あるものと見なさねばならない。この3年間をつうじて大幅に回復した雇用も，失業者数
を（それほど）低下させるには至らなかった。この時期に，総就業者は 74万5000人増え，
なかでも雇用者（賃金労働者）は 92万4000人増加した。こうした就業機会の創出によっ
て，総就業者の水準と雇用者の水準はいずれも1980年の高さにもどったものと思われる。
換言すれば， 1977年から85年の期間に失われた雇用者の就業機会の3分の2と，同じ期間
に低下した（雇用者十非雇用者の）総雇用のほぼ半分が，回復されたのである。
しかしながら， 1987年末現在で，失業の水準は低下していなかっただけでなく，さらに
上記の雇用増が生じる前の水準に比べて， 2万3000人も多かったのである。その理由は，
就業者数に見られた増加が，労働力人口の増加によってすっかり吸収された点に求められ
る。労働需要は力強く増加したけれども，労働供給も同じように増加した結果，この3年
間をつうじて失業の水準は290万人から300万人の間を上下したにすぎない。
2.4.1 雇用の推移
1987年に雇用の増加が加速された原因は農業に求められる。農業における就業者数の低
下傾向は著しく弱まったのである〔1-20表をみよ〕。この数年来ずっと生じてきたよう
に，減少した雇用の圧倒的な部分は， 非雇用者（自営業主や家族従業者）に集中してい
た。
1987年における第一次産業の好ましい推移は，農業での雇用の減少を緩和させた原因の
ひとつである。しかしまた，その直前の数年間に農業の就業者数が非常に大きく落ち込ん
でいたという点も考慮しなければならない。実際， この 10年間をつうじて農業部門の就
業者数は， 1977年末に存在した雇用量の13分の1に相当する85万人も減少したのである。
そうした減少の大分部は1985年と86年に集中した。しかしながらスペインの農業には，近
隣諸国の状況に比べて過剰な働き手が依然として存在している。 1987年第IV四半期に，農
業就業者は就業者全体の14.9彩を占めていた。最新のデータが手に入る1986年で見てみる
と，この比率は，イギリスでは2.5%, ドイツでは5.3劣， フランスは7.3彩， そしてイタ
リアでも10.9彩であった。それゆえ将来においてもスペインの第一次産業は，経済の他の
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就業者
農業部門
非農業部門
工 業
建 設 業
サービス業
雇用者
農業部門
非農業部門
工 業
建 設 業
サービス業
非雇用者
農業部門
非農業部門
工 業
建 設 業
サービス業
1-20表雇用の変動
一雇用形態別・産業別ー一
絶対数 増 減
四198半7年期第〔alV〕 嗜 1198611987〔〔b〕〔b瓦c〕
11,594 57 317 371 
1, ?25 -108 -165 -26 
9,869 '165 482 397 
2,802 -49 76 75 
967 3 84 68 
6,100 211 322 254 
8,152 178 394 352 
544 21 -18 -5 
7,608 157 412 357 
2,453 -20 55 101 
730 -7 92 73 
4,425 184 265 183 
3,442 -121 -77 19 
1, 181 -129 、-147 -21 
2,261 8 70 40 
349 -29 21 -26 
237 10 -8 -5 
1,675 27 57 '71 
り 1987年の「労働力調査」 EPAによる。
単位：千人
変化率〔彩〕
1985 , 1986 1987 
〔b〕〔b〕〔d〕
-1.0 2.3 3.1 
-1.9 -9.9 -3.1 
-0.? 5.0 4.3 
-3.5 1.1 2.5 
-5.1 7.1 9.8 
1. 4 6.3 4.3 
0.0 4.7 4.2 
1.1 -5.1 -1.4 
-0.6 -5.6 4.6 
-3.1 1. 9 3.2 
-8.1 10.6 13.7 
2.1 7.0 4.1 
-3.0 -3.2 0.6 
-5.4 -11.9 -3.9 
-1.1 3.0 3. 1 
-6.3 0.0 -1.9 
2.9 ., 1. 3 0.0 
-0.6 4.3 4.9 
b〕団87年の EPAにおける就業者の定義を1976年のEPAの時系列に適用すること
をつうじて INEが改訂した時系列に依っている。
c・〕EPAの手直しによる統計上の飛躍（断絶）を修正済み。 こうした飛躍（的増加）
は， 20万1000人にのぽるが，それは，雇用の真の変動を知るために， 1986年第IV四
・半期から1987年第IV四半期の間は就業者数の時系列〔INEによる改訂済み〕に見ら
れた増加から推定されたものと思われる。それの部門別配分は， 農業に2万8000
人，工業に6万1000人，建設業に 1万8000人，そしてサービス業に9万4000人とな
っている。
切 1987年の変化率を算定するにあたって，上に注記した統計上の飛躍分が1987年の
第I四半期と1986年の全四半期に付け加えられた。
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1-12図雇用の推移
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部門に慟き手を供給しつづけるであろう。
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非農業部門での雇用の増加〔1-20表と 1-12図をみよ〕は，非常に強かった〔1987年
に39万7000人で，これは4.3彩増に相当する〕が， しかし1986年の状況に比べるとその増
勢は弱まった。こうした増加の大部分は， 1987年に 35万7000人〔4.6%)増えた雇用者に
集中していたが，しかしここでも前年ほどの伸びは生じなかった。非農業部門の非雇用者
の雇用は， 1986年に 7万人も増えたのに， 1987年には工業と建設業に見られた低下のゆえ
に， 4万人しか増加しなかった。
工業での雇用は1987年に7万5000人増加したが，これは1986年とよく似た数値である。
し・かし，この部門における雇用者の増加は，絶対数でも伸び率でも加速されたのである。
1986年と87年の2年間をつうじて工業は， 15万6000の就業機会を雇用者に提供した〔ちな
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みに， 1985年にまだ工業では一サービス業での状況とは反対に一一雇用は低下してい
た〕が，これは，その前の一ー工業の就業者が系統的に低下していった一ー8年間に消滅
した就業機会の22.%に相当する。工業の分野別に見ると，金属繊維・同製品，木材・家
具，そして食料品の諸部門で1987年に生じた雇用者の増加を特筆しなければならない。
建設業での雇用は1987年に6万8000人〔9.8彩〕増加した。この 2年間に建設部門は，
差引き（ネットで） 15万2000の就業機会を創出したが，これは1985年末に存在した就業者
総数の21.4彩に相当する。こうした雇用の伸び―それは，建設業にも回復がおとずれた
ことを示唆している一ーは，そのほとんどすべてが雇用者（賃金労働者）に集中した。こ
うした再活性化は，建設業就業者数の増加のみならず，久方ぶりの（当該就業者全体に占
める）雇用者比率の上昇をももたらした。
1986年はもちろん87年についても，就業者数の増加の3分の2(以上）が，公共サービ
スと民間サービスでの雇用の動向によって説明される。こうしたサービスは1987年に，ネ
ットで25万4000の就業機会を創出したが，しかしそれは前年よりも6万8000少なかったの
で，雇用増の鈍化がもっとも顕著であったのも，このサービス部門なのである。 25万4000
のうち， 18万3000は雇用者向けで， 7万1000は非雇用者向けであった。前者については，
商業，・ホテル業，業事所向けサービス部門，そして家事サービスでもって，この年におけ
るこの種の雇用増の90彩が説明される。非雇用者（後者）については，その雇用増の圧倒
的な部分は商業とホテル業に集中していた。
新しい「労働力調査」から公共部門の雇用にかんしていくつかの興味ふかいデータが得
られる。 1987年第1V四半期に公共部門に依存していた雇用者は，スペイン経済の総雇用者
の22.3.%にあたる 181万5000人にのぽった。そのうち，全体の30.4彩が中央政府でサービ
スを提供しており，社会保障関係では12.8彩，自治州政府では20.1彩，地方政府で17.1彩，
そして RENFE(国鉄）や郵便などを含む公企業では 19.7彩（の人々が働いていた）。
スペイン経済における現在の雇用創出を特徴づける最も重要な点のひとつは，それが「雇
用促進計画」にそって結ばれた契約，なかでも（雇用期間が限定された）短期契約に基本
的に依拠していることにある。この点にかんしても新しい「労働力調査」は，いくつかの
興味あるデータを与えてくれる。 1987年末に短期契約による雇用者は，総雇用者の20彩に
のぼった。しかもその影響（分布）は，雇用者のうちの22.6彩が短期契約を結んでいた民
間部門でより大きく，公共部門では（その比率は） 10形にすぎなかった。部門別に見て
も，この種の契約の広がりは非常にまちまちであった。短期契約の31彩が農業と建設業に
見られ， 45彩はサービス業に，そして残りの24.%は工業での短期契約であった。短期契約
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1-21表雇用の変動
—雇用契約別ー一 単位：千人
1987年第W四半期 増 減
絶対数！ウェート 第四半期皿、1第四半IV期 I 全下半期体
総就業者 11,594 191 73 264 
雇用者 8,152 100. 0 180 95 275 
無限定およびフルタイムの契約 6,344 77.8 -79 1 -78 
短パ期ーおよびイ／ムま契たはトタ の約 1,808 〔a〕 22.2 259 94 353 
非雇用者 3,442 11 -22 -11 
a〕その内訳は，短期契約が 161万3000人，パートタイム契約は18万3000人，そして
分類不能が1万2000人である。
を結んでいるこれらの雇用者の他に，完全な労働時間（フルタイム）を働かない労働者が
おり， したがってなんらかの形の短期契約および／またはパートタイム契約に拠っている
労働者は全体として，全雇用者の21.6形に相当する 176万4200人に達した。このことは，
主なヨーロッパ諸国におけるこの種の契約の比率にかんして（スペインが）中位の位置に
あることを示している。すなわち，最新の完全なデータが手に入る年〔1985年〕に，、短期
契約とパートタイム契約を合わせたその比率は， （うえは）デンマークの35形，オランダ
の26%, そして英国の24彩から， （したは）イタリアの6.5彩，アイルランドの 10.5鍬
そしてフランスとベルギーの14.5%まで，幅があったのである。
固定（継続）的雇用から時間的な雇用への代替はかなりの速度で進んできた〔1-21表
をみよ〕。こうしたデータが得られる唯一の期間である1987年下半期に，（雇用期間の）限
定がなくフルタイムの契約を結んでいる雇用者は7万8000人減少したのに対して，短期契
約もしくはパートタイム契約を有する雇用者は35万3000人も増えたが，＇この数は，この期
間の総雇用の増加を上回っている。
2.4.2 労働力人口の増加
前に指摘しておいたように， 1987年をつうじて労働力人口が増加したために，力強く就
業機会が創出されたにもかかわらず，失業の低下はそれほど進まなかった。労働力人口は
この年に35万8000人増えたが，そのおおかたの原因は労働力率（労働力人口／生産年齢人
ロ）の回復に求められる。この労働力率は，同年第w四半期に， 前年同期を 0.5(ポイン
ト）上回る49.2形になった。
雇用（機会）の大幅な創出が一一労働力人口が増加したために一一失業の減少に反映さ
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1-13図非農業部門における労働の需給
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れないという事実は，そうした増加を決定づけた諸要因の検討を余儀なくさせる。 1-13
図の上段には，非農業部門の労働供給と労働需要の年毎の変化が示されている。経済全体
ではなく非農業部門（の労働需給のみ）が採り上げられたのは，第一次産業の雇用には歴史
的に低下（傾向）がみられ， したがって農業は（もっぱら）経済の他の部門に労働を供給す
る最も需要な決定要因のひとつになっているからである。同図の下段には，非農業部門が、
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その受皿にならねばならない，三つの労働供給の増加要因が示されている。すなわち，①
農業で就業者数が減少したために生じた労働供給によるもの，②生産年齢人口の増加に起
因するもの，そして③労働力率に生じた変化によるもの，がそれである。．この図は， 1987
年第n四半期に生じた統計上の断絶（不連続性）を修正したうえで INEが編纂した時系
列を用いて作成されている。そうした断絶を年齢別・男女別に按分することは， 〔おそら
＜圧倒的に女性層i:こ影響を与えるであろうが）ずいぶん問題を含んでいる。そのため，そ
うしたレベルに分析を深めて得られた結果は，より注意深く解釈されねばならない点を指
摘しておこう。
1984年末まで失業が累増した原因は，非農業部門における雇用の低下と総労働供給の増
加とに求められる。 1977年から84年までの8年間に，非農業部門での雇用は年間平均して
13万3000人減少した。他方こうした部門は，年間14万9000人の供給増に対処しなければな
らなかった。かくて失業は， 平均して28万2000人ずつ増えたのである。ある年たとえば
1980年， 1981年，そして1984年における失業増の基本的な要因は，雇用（機会）の低下に
あった。他の年たとえば1982年や1983年におけるその最も重大な原因は，労働供給の増
加であった。さらに，こうした期間をつうじて労働供給の変動は，雇用の推移によって影
響をうけた点に注目されたい。つまり，雇用が著しり低下した時には，労働市場に参入し
ようとする人々の数が減少する傾向が見られ，また就業者数の低下がやわらいだ時には，
労働供給は再活性化する傾向を見せたのである。この3年 (1985年~87年）の間に状況は
かなり変った。非農業部門の雇用に非常に強い回復が記録されたのであるが，しかしそれ
は（同時に）労働供給をも引き出したので，差引して失業者数はわずかながら増加する結
果となった。
1-13図の下段から，基本的にどのような原因によってそうした労働供給の増加がもた
らされたのか，が説明される。すべての期間をつうじて，人口の増加による年当たり労働
供給の伸びは事実上一定の， 16万人から19万5000人の間を上下しながら推移した。この要
因は重要である。というのも，それによってこの3年間の労働供給増の50%と， 1987年に
ついてはその52%が説明されるからである。
農業での雇用の低下に起因する労働供給はより変動的であった。なぜなら，その労働供
給がマイナスになった時期〔1983年と1985年で，両年のいくつかの四半期において農業で
雇用が増加したこと〕もあれば，逆にそれが大きな意味合いをもった時期もあった〔たと
えば， 1986年で，当時いくつかの四半期における労働供給の増加は年率（に直すと） 20万
人余りにもなった〕からである。この3年間全体をとると，農業での雇用の低下によって・
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非農業部門における労働供給増の28彩が説明される，01987年には，前に述べたように，そ
うした低下の（労働供給にたいする）影響は非常に小さかった。
労働供給を増加させる第三の要因は，労働力率の変動によるものである，。経済危機の最
初の数力年間，就業者数が低下してもそれによって失業者数はあまり増えなかった。なぜ
なら，危機そのもの（の影響力）と就業機会を見つけるのが難しかったことから，多くの
人々が（労働）意欲を喪失したからであり，かれらはそれを探すのを断念して非労働力人
口と化したのである。こうした背景のもとで， 20歳末満と55歳以上の年齢層の労働力率
は，それぞれ就学期間の延長や退職の繰上げをつうじて大きく低下した。これらの年齢層
の労働力率の低下は， 20歳から25歳の階層に見られたその上昇や， 25歳から40歳の女性の
階層におけるその急増を凌駕した。かくして，スペイン経済全体の労働力率は系統的に低
下したのである。 1981年から1983年にかけて，そうした低下に歯止めが掛かったために，
この要因にもとづく労働供給の変動は，従前ほどはマイナス（供給減）の作用をしなくな
った。しかし， 1984年に雇用情勢が悪化したがゆえに，労働力率はふたたび低下し，そし
てこうした要因にもとづく労働供給増もふたたびマイナスになった。だが1985年以降，労
働力率の持続的な回復〔1986年に 0.4ボイント， 1987年には 0.5ボイント〕が生じたため
に，この労働供給（を左右する）要因は徐々に大きな＿最近の3年間全体では（ならす
と） 22彩，そして1987年には40彩の一ーウェートを占めているのである。
労働供給を増加させるこの最後の要因がこのように推移したのは，それが男性と女性と
で非常に異なった動きをとったからである。男性の労働力率は歴史的に低下（傾向）を記
録してきたが，それは，両極端の年齢層で前に指摘したような事態一つまり 16歳から19
歳の若年層では就学者の増加と，また55歳以上の初老層では退職の繰上げーーが生じた結
果である。 1987年に男性の労働力率は 0.8~1ボイント低下したものと思われる〔新しい
「調査」で生じた統計上の飛躍（断絶）を性別に按分するのが困難なために，正確な数値は
分からない〕が，それはその年の労働供給の減少となって現われたであろう。男性のなか
で20歳から24歳の階層の労働力率は上昇（傾向）にある。そのことは，過去において就学
率が上昇した結果にすぎないが，しかしそこから， 55歳以上の男性の繰上げ（早期）退職
による労働力率の低下が，労働供給を減少させるうえで重要な意味を持たざるを得ない，
ということが明らかになる。
労働力率の変動による労働供給の増加は，かくて女性のその動向によって左右されてき
たことになる。女性の労働力率については歴史的な上昇傾向が存在するが，その原因は，
他の国々の状況に比べてスペインでは女性の労働市場への参加がわずかであった点や，こ
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の数年来，女性の教育と有業化profesionalizaci6nの水準を急激に上昇させた社会［学〕
的変化が生じつつある点に求められる。しかも1987年に，こうした現象は先鋭化した。雇
用面での需要増は，労働市場に参加する用意があり一ー結果的に，労働力人・ロを増加させ
た一一女性達によって満たされたのである。こうした女性達の一部は雇用（機会）を獲得
した〔全雇用者のうちの30彩にすぎなyヽ女性が， 1987年に増加した35万3000人の雇用者の
うち53彩も占めていた〕が，その他はそうでなかった〔女性の失業者はかなり増加して，
1986年末に全失業者の38.4彩を占める状態から今年 (1987年）第w四半期には47彩になっ
た〕。その結果， 1987年における女性の労働力率の上昇に起因する非農業部門への労働の
供給増は， 25万人から30万人の間の数に達したものと思われる。
労働市場への女性の参加をこのように増加させてきた諸要因は，その増勢を（場合によ
っては）鈍化させることもあろう。しかし疑いなく，将来においても労働供給は，主とし
て女性の労働力率が上昇する結果，増加し続けるに違いない。
2.3.4 失業の構造
前に触れたように， 1985年以降の失業の水準は 290万人から 300万人の間を上下してき
た。 1987年第W四半期における失業者は， 290万4000人で労働力人口の20形に相当する。
とはいえ，これほど高い失業の水準が（当然）有する社会的深刻さは，現在までのところ
失業の内部構造によって弱められてきたのである。
1987年末に，全失業者の47.1彩は25歳（以下）の階層から構成されており， 47.0彩は25
歳から45歳の階層に見いだされ，そして残りの5. 9%は55歳以上の人々であった。かくて
失業は，若年層に強い偏りを持っていたのである。その理由は， 50年代．の末以降に見られ
た出生「ブーム」の結果，多数の若者が危機の最初の数力年のあいだに生産年齢に達した
点に求められる。雇用が大幅に低下しつつあった時期に就業機会を見つけるのが困難で
あったために，かれらは就学期間の延長をつうじて労働市場への参加を遅らせたのであ
る。しかしこのことによって，若年層の失業が成年層のそれを上回って増加するのを避け
ることはできなかった。そしてとくに1981年以降， 20歳から24歳の階層の労働力率は，過
去に就学率が上昇した結果， （その分，一層）大きく高まり始めたのである；若年雇用を一
促進するための措置―それは，この数年らい実施されつつある一ーによって，若年層の
失業率と全失業者に占めるかれらの割合は低下してきたが，しかしそれらの比率はまだ依
然として非常に高い。
失業者の家庭内での分布もまた，失業の若年層への強い偏りを反映している。 1987年末
に存在した290万4000人の失業者のうち，世帯主〔労働力調査の用語によれば，主たる家
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計支持者）はたった62万7000人つまり21.6%にすぎず，その失業率も9.3彩にとどまった。
失業は基本的に男性にかかわっている。というのも，その53%が男性によって構成され
ているからである。 しかしながら，女性の労働力率が男性のそれよりもずっと低下した
〔1987年第IV四半期に，（男性の） 67.6彩にたいして32.1彩であった〕点を考慮に入れれ
ば，失業は女性にたいしてより強い影響を与えていると結論せざるを得ない。実際， 1987
年末に女性の失業率は，男性のそれが16%であったのに対して27.9彩に達し，しかも一一
55歳以上の階層を除けばー一すべての年齢層の失業率について，女性のほうが男性よりも
高かった。かくて，女性の労働力率の上昇ー一それは，女性が労働市場へ大挙して参加し
｀た結果である一~は，女性の失業率の上昇や総失業に占める女性の比率の増大と並行して
進行したのである。〔ちなみに， 総失業に占める女性の割合は， 1976年の31.4彩から1987
年には47%に上昇した。）
失業者の主要部分は独身者によって構成されている。というのも， 1987年に全失業者の
63.7彩がこうした独身者から成っていたからである。非独身の男性は失業者全体の20.8%
を占めているが，この比率は世帯主のそれにほぼ等しく，またそれは世帯主の大半が男性
であるという事実を反映している。失業の〔市民としての）身分別の分布をみれば，次の
ような事実が再確認される。すなわち， 失業の社会的深刻さを軽減させる傾向のある諸
要因が，その内部構造の分析から浮かび上がるのである。
この数年来，長期失業者が非常に目立って増えてきた。 1976年に，一年以上も就業機会
を捜し求めていた失業者は，全体の19.1%であった。この比率は， 1981年に43.4彩まで高
まっていたが，その後も一―-1985年の中頃以降，就業者数の増加が記録されてきたにもか
かわらずー一上昇をつづけ1987年には61.3%に達した。他方，失業期間もますます長期化
している。実際， 1976年に長期失業者の75.4彩は， 1年~2年にわたって雇用（機会）を
捜している人々で構成されており，残りの24.6彩は2年以上も求職中の人々であった。か
．くて， （当時）非常に長期にわたる失業者は少数派であった。だが1987年には，状況は一
変していた。つまり， 1年~2年にわたって雇用（機会）を捜している人々〔29彩〕は少
数派で， 2年以上の人々〔71彩〕が多数派になっていたのである。失業へのプロセスは，
—雇用（機会）の喪失にせよ，労働市場への新規参入にせよ-;,た業期間がだんだんと
長引くにつれて，ますます恒常化する傾向をもつ状況に陥った。それゆえ，このような長
期失業者の増加は，失業の社会的影響をより深刻化させる要因になるのである。 ・
最後に，「（市場から）隠された経済」が重要でありうる・（スペインのような）国で計ら
れる失業率（その高さ）は，そうした「経済」を定義するのに用いられる基準によって非
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常に左右されやすい点を想起しなければならない。定義上「隠される」意図がある一ーし
たがって失業を測定する際にその上昇傾向が評価されない一ー（経済）現象の測定を可能
にするような類の研究は皆無であるけれども，最近「経済・大蔵省」によって出版された
「スペインにおける生活状況と労働条件にかんする研究」〔注〕は， 雇用者・就業者・非
労働力人口の三者の間の境界領域が，スペィシの労働市場において大きな広がりを持って
いる点を明らかにしている。この研究はまた，大量の不規則な就業者の存在を析出してい
る。そのような就業者として，① (正式の）社員として登録されていない就業者，②社会
保障費を負担していない就業者，③自営業主としての社会保障費を負担している雇用者，
④雇用者としての社会保障費を負担している自営業主，⑥失業保険を受給しながら就業し
ている者，が挙げられている。かくして，失業率の計測はより曖昧なものになり，集計的
なデータによる情報はiり慎重に解釈されねばならないことになる。というのも，その情
報には，生産活動にかんしてもある種の所得の獲得能力にかんしても非常に異なった状況
下にある人々が一括されているからである。
2.5 物価と生産コスト
付加価値税 IVAの蒋入と賃金コストの高騰の結果としてインフレ率が 1986年に上昇
した後， 1987年には物価（上昇率）は大幅に鈍化した。
1987年におけるこうしたインフレ状況の改善はいろいろな要因によって説明されるが，
もちろんすべての要因が同じ程度の貢献をした訳ではない。第一に， ・IVA導入の影響が
1987年の最初の数力月の間に消失したために， 2ボイント前後と推定されるインフレ率の
唐突で機械的な低下が生じた。他方，農産物価格は異常にゆるやかな動きを記録したため
に，農業部門で産出される投入財が安価になり，また食料品価格の上昇にブレーキが掛か
った。輸入価格も，スペイン経済の最終物価を引き下げる役割ー＿これはすでに1986年か
ら重要であった一ーを果たしつづけた。最後に，生産単位当たり労働コストは，賃上げが
弱くなり生産性が回復した結果， 1986年よりもいくらか低い率での上昇にとどまった。こ
れらの要因は全体として， 1987年に政府が設けたインフレ（抑制）目標を一ー内需の底堅い
脈動が，物価に及ぼしたに違いない上昇圧力にもかかわらず一一十二分に達成することを
可能にしたのである。しかしながら，〔底流としての〕インフレーションが依然として5形
注〕 Ministerio de Economia y Hacienda, Secretaria de Estado de Economia. 
"A巫l函sde las condiciones de vida y trabajo en Espana", 1988年。
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に近い上昇率を有し，またインフレ促進要因を克服するにはまだまだ努力が必要である点
を想起すれば，こうした物価の積極的な推移にも若干の限定を付さねばならない。
消費者物価指数 CPIで計った最終消費価格の年平均上昇率は，前年の8.8彩に対して
1987年には5.2彩を記録した。この3ボイント半の差異のうち， 2ボイントは1986年に導
入された IVA,の影響によるものであり，残りは1987年に物価にたいして好影響を与えた
既述の諸要因によっている。 1987年の12カ月間にわたる CPIの累積的な上昇は，政府の
目標であった5%を下回る 4.6彩で，しかもその月間上昇率〔前年同期比〕は，その年の
深まりとともにだんだん鈍化していったのである。しかしながら総合指数の推移は， 1-'14 
図から分かるように，月毎に大きく変動したが，これは未加工食料品価格が―CPIのな
かの当該計数で示されているように一一加速的に上昇したり下降したりしたからである。
そうした強い変動のなかにあって，CPIを構成する末加工食料品グループは全体として
1987年に好ましい動きを記録し，その価格の累積的な上昇率は前年の1.4彩から 2.9%に
なった。このように上昇率が低かったのは，農産物価格が異常に鎮静化したからであり，
それは農村物価〔受取〕指数で計ると87年をつうじて一4.9%も低下したのである。そう
した物価の低下の大部分は，農業生産の大幅な増加を可能にした好天侯によって説明され
る。同年末の数力月に政府が設定した規制措置ー一それは，若干の食肉と魚介類の輸入割
当枠を拡大することになった一ーもまた，食料品価格の好ましい動向に影響をあたえ，そ
うした時期にそのような商品が伝統的に示してきた季節的上昇に歯止めをかけた。
農産物価格の低下は他方で食品工業の投入財を安価にしたために， CPIに含まれる加工
紐品価格も同様にゆるやかな動きを記録し， その上昇率は 1987年をつうじて（累積的
には） 2.5彩で，年間（平均）でも4.3彩にとどまった。これらの成果は1986年のそれと対
照的である。 198朗三には，そうした物価は， IVAの導入がこの部門に大きな影響を与え
たために平均で1.3彩も上昇したのである。食品工業の卸売物価は，｀工業製品価格指数の
当該指標で計って， 1987年をつうじて（累積的に） 0.2彩，また前年比の平均では1.7彩上
昇した。そのことは，こうした食品工業の最終（消費）価格の良好な動きが，商業マージ
ンの拡大と両立できたに違いないことを示唆している。輸入製品価格もまた，工業製品一
般の価格にたいするのと同様に，加工食料品の価格にたいして抑制的な影響を及ぼした。
実際，輸入価格の現実の安定性一~および国内消費に占める輸入財の比率の高まり一一
から， CPIを構成する非エネルギー関連工業製品（価格）の良好な推移が部分的に説明さ
れる。この（価格）指数は1987年をつうじて5.5%上昇したが，しかし同時に鈍化への傾
向を持続的に示した。国産の消費財の卸売物価もまた同年末の数力月に鈍化し始めたが，
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出所〕 INE. 
a〕前年12月にたいする累積（的上昇）率。
これは，そうした製品のより低いインフレ率を確かなものにするうえで不可欠なステップ
である。サービスの価格は，しかしながら，製品の価格ほど有利なパターンをたどらなか
った。 1987年をつうじて累積したサービス価格の上昇率は，前年の12カ月間に記録された
8.8彩に対して6.3彩で，またその年間（平均）上昇率も同じ大きさであった。さらにこう
したサービス価格の推移は， そうした高い上昇率の持続傾向によって特徴づけられる。
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1 -22表消費者物価指数の推移
． 〔総指100彩合数〕〔末食15 .加料46彩工品〕〔食加17.料56彩工品〕 非一〔工7エ.業0ネ0製彩ル〕品ギ関エ〔2連ネ5.製ル74品ギ%ー〕
1985 〔a〕 8. 8 10.4 8.6 9.9 4.5 
1986 s:s 10.d 11.3 9.8 -6.2 
1987 5.2 5.9 4.3 6.3 -4.0 
85年12月/84年12月 8.2 10.1 8.4 9.2 1. 2 
86年12月/85年12月 8.3 . 1. 4 9.9 8. 7 -9.0 
87年12月/86年12月 4.6 2.9 2.5・ 5.5 1. 4 
1985⑪〕
第 I四半期 8.3 19.5 5.4 8.4 13.6 
第I四半期 10.3 16.5 9.6 10.2 3.9 
第Il四半期 5.1 -10.9 10. 7 9.3 0.5 
第W四半期 9.3 14.2 8.3 9.3 -3.8 
1986(b) 
第 I四半期 1. 3 12.9 18.6 13.7 -10.4 
第Il四半期 7.1 4,。 1. 5 8. -1 -11.0 
第m四半期 10.2 29.1 6.1 7.9 -0.7 
第1V四半期 6.2 8.4 5.6 6.0 -14.1 
1987(b) . 
第I四半期 1. 6 -3.9 2.9 5.2 -2.9 
第Il四半期 5.2 3.0 2.5 6.5 2.4 
第皿四半期 5.2 5.9 3.8 7.2 0.0 
第IV四半期 5.6 9.4 1. 5 4.2 -1.4 
出所〕 INEおよび BE.
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変化率
サービス
〔34.24%〕
8.1 
9.1 
6.3 
7.7 
8.8 
6.3 
7.2 
7.7 
8.7 
7.7 
13.5 
7.7 
7.8 
6.0 
4.6 
6.6 
7.1 
6.8 
a〕公式の指数。 1985年7月までは， 1976年ベースの指数に対応する相対的な上昇
（率）が，それ以降は1983年ベースの指数に対応する上昇，(率）がそれぞれ採ら
れている。
b)季節調整値に基づいて算定したうえで年率に直して表示した，四半期ベースの
上昇率。
1987年に物価を抑制するうえで最も重要な働きをした二つの要素一ー農産物価格と輸入価
格—は，サービス部門では工業部門よりもずっと小さな影響力しか持たなかった点，そ
してまたサービス部門で妥結された賃上げはスベイン経済の平均よりも高かったのに生産
性の伸びが低かったために，その労働コストは他の諸部門よりも上昇した点を考慮しなけ
ればならない。
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1-23表’工業製品価格指数と農村物価指数の変化率(%)
工業製品価格指数
農物〔価受指取村数〕
総合指数 1消費財 Iプラント 1中間財
1984 12.2 .1. 2 10.1 13.4 10.1 
1985 8.0 7.7 8.3 8.0 4.6 
1986 0.9 5.1 6.2 -3.1 8.6 
1987 0.8 3.9 5.0 -2.5 -0.6 
1985 〔a〕
第I四半期 12.2 8.0 7.8 16.2 23.3 
第I四半期 6.3 7.3 8.3 5.2 9.8 
第皿四半期 5.8 7.4 9.4 3.9 -26.1 
第w四半期 4.0 6.0 7.5 1.8 18.2 
1986(a) 
第I四半期 -3.8 3.9 3.6 -10.2 3.4 
第I四半期 0.5 3.7 5.9 -2.9 12.7 
第Il四半期 0.2 4.7 6.2 -4.3 68.6 
第w四半期 -1.1 、6.3 5.6 -7.7 -17.3 
1987(a) 
第I四半期 -0.5 3.2 4.2 -4.4 -19. 7 
第I四半期 2.4 3.8 4.3 0.9 14.2 
第Il四半期 4.0 2.5 4.5 5.1 -1.7 
第lV四半期 2.3 1.8 6.1 1. 7 -16.3 
出所〕 INE, Ministerio de Agriculturaおよび BE.
a〕季節調整値に基づいて算定したうえで年率に直して表示した，四半期ベースの
上昇率。
総括すると，サービス価格と非エネルギー関連製品価格の指数ー一そこには，最も安定
的な推移を示したあの CPIの項目（農産物価格と輸入価格）が包含されており，末加工
食料品（価格）とエネルギー（価格）が除外されでいる一ーは， 1987年をつうじて鈍化傾
向を示し，前年12月比で5.2飴また年平均でも5.8彩の上昇にとどまった。 1988年当初の数
カ月におけるその趨勢的な上昇率は5形前後である。かくして，経済の底流にあるインフ
レ（傾向）を示すものと考えられているこの指数の上昇は， 1987年に消費物価総合指数の
上昇を上回ったのである。こうした乖離は， （総合指数に含まれる）未加工食料品価格が
ー物価を最も押し上げる要因のひとつになった1986年とは逆に一1987年には CPIの
推移にたいして有利な影響を及ぼしたことを示唆している。他方，エネルギー関連消費財
価格も， 1987年をつうじてたった 1.4彩上昇したにすぎず，総合指数の鎮静化に大きく貢
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献した。
工業製品価格指数で計った卸売物価は，ー 1.1彩の低下が記録された1986年に比べて
1987年には上向きになり，累積的に2.4彩上昇した。こうした加速化は， 1986年をつうじ
て20彩近い低下を示した後に， 1987年には2.6%上昇したエネルギ-—価格の推移によって
説明できる。その指数に含まれているその他の中間財の価格（上昇率）もまたわずかに加速
化したが，その率は依然としてゆるやかであった。消費財と投資財の卸売物価について言
えば，その推移の特徴は5%近い上昇率を持続しつつ，わずかに鈍化している点にある。
ただし，食品工業については例外で，その価格はすでに指摘したように非常に有利な動き
をたどってきたのである。
これまでに述べた物価の諸指標から1987年における各種のデフレーターが得られる〔1
24表をみよ〕。民間消費デフレーターの上昇は5.3彩と推定されたが，それは CPIの推移と
照応している。他方，総固定資本形成デフレーターの5.2彩の上昇は，①プラント（価格）
の 4.5彩の上昇――—国産プラント価格は 5彩上昇したが，そうした需要において輸入プラ
ントの占める割合が高まったために，その上昇の一部は相殺された一ーと，R建設（投資）
デフレーターの5.5彩の上昇によって説明できる。建設（投資）支出が大きな影響力を発
揮したために，建設部門では4.1形のコスト増を上回るマージンの拡大が可能になったも
のと思われる。 1986年に比べて消費デフレーターの鈍化は，投資デフレーターの鈍化より
もずっと著しかったが，その原因は，付加価値税 IVAの導入が前者にのみ影響を与え，
投資はその課税対象でなかったので後者への影響がなかった点に求められる。前の節です
でに説明したように， 1987年における公共消費の実質的な伸びは9彩と推定されるが，そ
1 -:24表各種のデフレーター
変化率
I 1983 I 1984 I 1985 I 1986 I 1987 
民間消費 12.3 11.0 8.3 8.7 5.3 
政府消費 13.6 8.4 8.3 8.2 6.0 
総固定資本形成 12.1 9.3 7.9 5.7 5.2 
国内需要 12.4 10.4 8.2 7. 9 5. 2 
輸 出 16.8 12.6 6.8 -2.0 2.5 
輸 入 21. 5 11.5 3.8 -16.3 -0.7 
GDP 〔市場価格表示〕 1. 6 10.9 8.7 10.9 6.1 
最終需要 13.2 10.9 7.9 6.0 4.7 
出所〕 INEおよび BE.
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こから―その名目的な伸びが15.5形であるとすれば一ー公共消費のインプリシット・デ
フレーターの上昇は6彩ということになる。
1987年に外国部門（輸出入）デフレーターが作用して，実質交易条件の改善がもたらさ
れた。というのは，輸出価格は2.5形しか上昇しなかったけれども，輸入デフレーターに
-0.7形の低下が生じたからである。しかしこうした改善は，石油価格の下落とドルの減
価が生じた1986年のそれに比べるとかなり見劣りするものであった。そして， 86年と同様
に輸出部門の営業マージンも改善されなかったようである。というのも，輸出価格の上昇
率がコストのそれを下回り続けたからである。輸入価格について言えば，それが1987年に
良好な動向を示したのは， OECD諸国からの輸出価格と（一般の）輸入原材料価格ー一
それらは， ドル建てで上昇したとしても，他の通貨建てでは低下した一のわずかな値
動きに起因していた。 EECに加盟した結果，スペインの輸入に適用されることになった
関税引下げのプロセスもまた，なんらかの影響を及ぽしたに違いない。もっとも，それが
輸入財の最終価格に与えた効果は，（まだ）数量化されていないが；
いろいろな支出項目にかんする各デフレーターの動きから，国内需要デフレーターの鈍
化が決定づけられ，その上昇率は1986年の7.996から1987年に 5.2%へ低下した。だが，
なかでもドラスティックだったのは， GDPデフレーター上昇率の10.9形から 6.1形への
低下であり，その原因は，この2年間に外国（輸入）価格と国内コストが果たしたそれぞ
れ異なる役割に求められる。 1986年に，農産投入財価格と労働コスト（の上昇）は目立っ
て加速化したのに対して，輸入価格が—石油価格の下落とドルの減価のお蔭で一ーかな
り低下したために，他の諸要因が最終需要価格に及ぼした影響（圧力）は緩和されたが，
しかし，国内コストの高騰をあらゆる面で反映していた GDPデフレーター〔価格〕は，
それによって緩和されはしなかった。これに対して， 1987年には，農産物価格も労働コス
トも一ーその程度に差はあるものの一一鈍化した反面，輸入価格は依然として国内価格の
上昇を抑制する要素であったとはいえ1986年におけるほどの抑制効果を発揮しなかった。
GDPデフレーターの上昇率の低下には， スベイン経済におけるインフレ過程の主たる決
定要因に生じたこうした変化が反映されているのでぁる。
1987年にスペインのインフレ率が低下したために， OECD諸国および EEC諸国との
インフレ格差はかなり縮まり， 1986年に見られたその拡大は十二分に埋め合わされた〔1
-15図をみよ〕。 日本とイタリアを除く主要先進諸国でのインフレ率の上昇が， そうした
インフレ格差の縮小に貢献したのであるが，それはまた，この数年来 OECD諸国で記録
されてきた物価の鈍化過程にブレーキが掛かったことを意味している。
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1-15図 スペインと OECDおよび EECとのインフレ格差〔a〕
18 ％ ％ 18 
16 16 
14 14 
12 12 
10 10 
8 スペイン/OECD 8 
＼ ~ 6 ＼ A 6 
4 
2l 
¥--/スペイン/EEC・,/ ¥ j 2 
゜1977 197819791980 19811982198319841985 19861987 ゜出所〕 INE, BEおよび OECD.
a〕それぞれの消費者物価指数で計った年平均インフレ率の格差。
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手元のいろいろな指標は，正確に数量化するのは難しいとはいえ1987年に賃金コストが
鈍化したことを示している。その年の経済に影響を与えた労働協約において妥結をみた賃
上げは， 1986年のそれ〔8.191る〕を1.5ポイント下回る6.5%であった。「賃金調査」の結果
は，賃上げが大幅に切り詰められたことを示唆している。つまり， 時間当たり平均給与
は， 1986年の10.5形増から1987年には8.3彩増になり，また一人当たり平均月給も10.9形
増から 7.8形増になった。しかしながらこれらのデータは，そこに若干の偏りが含まれて
いるが故に注意深く解釈されねばならない。 1986年における賃金上昇は，おそらく同「調
査」によって過大評価されていたであろう。そのモデルには，短期契約の労働者が含まれ
ていないからである。 1987年にもこうした労働者が（モデルから）欠落していたために，
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1-25表賃金上昇率の指標〔a〕 ． 
変化率
平時間均当給た与り1平一人均当月た給り| 協定⑪賃〕金 I農日業での当l建賃金設業コスでのト
1983 15.2 13.7 11.4 9.0 12.3 
1984 12.4 9.9 7.8 8.8 10.6 
1985 9.8 9.3 7.4 9.2 7.4 
1986 10.5 10.9 8.1 8.0 9.4 
1987 8.3 7.8 6.5 7.4 7.2 
1985 
第 I四半期 12. 7 9.6 7.4 ~ ヽ 7.6 7.4 
第I四半期 11.3 9.8 7.5 9.3 7.6 
第1[四半期 7.8 8.5 7.5 9.8 7.4 
第1V四半期 7.6 9.3 7.9 10.2 7.2 
1986 ，・
第 I四半期 12.7 10.2 8.2 9.1 9.3 
第I四半期 7.9 10.8 8.2 7.4 9.5 
第皿四半期 '11.1 12.5 7.3 7.8 9.4 
第w四半期 10.4 10.1 6.5 7.8 ， 9.4 
1987 
第 I四半期 6.5 7.4 6.6 8.5 7.9 
第I四半期 10.2 7.5 6.2 8.1 7.1 
第皿四半期 7.2 8.3 6.3 6.8 7.0 
第W四半期 9.3 , 8.1 6.2 6.1 6.9 
出所〕 INE, Mi:iJ.isterio de Trabajo y Seguridad Social, Ministetio qe Agri-
culturaとSEOJ;>AN.
a)各四半期の変化率は，前年同期にたいして算定されている。・
b〕各期間〔年間あるいは四半期〕において協定された賃金上昇の，該当する労働
者数によってウェート付けされた加重平均。
依然と・して調査結果は高め（の賃金上昇）に偏っている。というのも，新規就職者の大部
分は相変わらず短期（契約者）なのである。 しかし，過少評価が生じている可能性もあ
る。なぜなら，サービス部門のかなりの分野一たとえば，最も高い賃上げが妥結された
教育や保健・衛生ーーが同「調査」から漏れているからである。農業での日当と建設業で
の賃金ーストについても， 1-25表から分かるように1987年における賃金（上昇）の鈍化
が反映されている。
1986年に民間部門で賃金の高騰が再発した一ーそして1987年に修正された一ことを賃
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金指標は示しているが，しかし国民経済計算の新しい推計値によれば， 1986年における雇
用者の賃金上昇は一それを労働者数の増加で割れば一一一人当たり労働コストを7.5%
弱〔つまり1987年とほぼ同じだけ〕引き上げたにすぎない。さらに公共部門と民間部門に
分けて考えると， 1986年における民間部門の一人当たり労働コストの推計値はいくらか高
くなり， 1987年における鈍化傾向は（それだけ）強まるが，しかしその程度は，前段で分
析された手元の統計資料が示唆しているほど強くはない。いずれにせよ， 1987年に観察さ
れた生産性の回復から，生産単位当たり労働コストが1986年に比べて少なくとも 1彩ボイ
ント鈍化し，その上昇率は5彩前後にとどまっていると明言できる。
こうした労働コストの進展は，すでに前に述べた農産物価格や輸入価格の低下とも相ま
って， 1987年における生産コストの推移にかなり積極的な展望を与えるだけでなく，営業
マージンの拡大と最終価格の鈍化をも十二分に生じさせ得るであろう。しかしながら，農
産物価格も輸入製品価格も，政府や国内経済主体の管理下から大幅にはずれている諸要因
に依存している点をいま一度思い起こさねばならない。そうすれば，労働コストを鈍化さ
せる方向にしっかり引き戻すことの重要性がより一層明らかになる。その暁には，インフ
レ率を低下させるプロセスで外生要因に依存することも少なくなるであろうっ
2. 6 政府部門＊
ある年の政府部門の経済活動を分析する際には，ーー最近に起こった諸変化を評価し，
それらが将来どう影響するのか，についてほぼ考えをまとめるためにも—―—その推移の長
期的な傾向が観察できる十分に広い時間的な視野からそれを眺めなければならない。 1-
iB図では，政府部門の経済活動のなかでも最も重要なマクロ変数の推移が， 1964年~87年
の期間にわたって年々の対GDP比で示されている。この図に載っている四つのフロー変
数は，政府部門の予算制約を反映する簡単な会計上の等式によって結ばれている。すなわ
ち，財源〔租税圧力〕マイナスその使途〔純移転収支と最終需要〕イコール政府部門のフ
ァイナンスの能力〔収支尻がプラスの場合〕もしくはその必要〔収支尻がマイナスの場
合〕，ということになる。ストック変数は，政府部門の純負債〔金融負債マイナス金融資
産］で，それは，過去に記録された末貨幣化（未償還）の決算（収支尻）が歴史的に累積
した結果に他ならない。
＊スペインの政府部門は，①中央政府 ③自治州 ⑧地方公共団体 ④社会保障（制
度）から構成されている。（訳者）
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1-16図政府部門のファイナンスの能力またはその必要
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出所〕 INEおよび BE.
この図に載っているフローのデータは， INEが出版した国民経済計算〔それは1964年
~1979年の期間については1970年ベー スで， 1980年から85年については1980年ベースであ
るが，このことは，（統計的）均質性の喪失を意味しており， とりわけ公共消費と社会保
障給付の区別に悪影響が出ている〕に拠っており，また最近 (1986年と87年）の2年間に
ついてはスペイン銀行の推計が用いられている。純負債のデータは，スペイン銀行が作成
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した金融勘定に基づいている。
1-16図から際立った三つの特徴が読み取れる。まず第一は，それらのマグロ変数が系
統的に上昇したという点であり，これは長期間にわたってそれらの変数の推移の特徴であ
った。第二の特徴は，歳入と歳出の対GDP比が長期的に伸びつづけた点にかかわってい
る。 こうした伸びは， 年が経るにつれて強固になる傾向を少なくとも有しているのであ
る。、第三の特徴は，平均すれば GDPの3.6%の水準だとはいえ， 10年間にわたって持続
した公共赤字が負債を大幅に増加させ，その金利負担がまた総赤字をさらに膨張させてい
る点にある。
歳入と歳出の対GDP比の推移にかんするこれらの本質的な特徴を踏まえながら， 1-
16図は，若干の趨勢一ーそれらは，それぞれの変数の， 1993年までのあり得べき変動幅と
して上下 2種類の点線で描かれている—を書き込んだうえで完成されている。そうした
変動幅は，予測値を構成するものでもなければ，現在の趨勢を計量〔経済〕的に投影した
ものでもない。それは， GDPの名目成長率〔7%〕や政府部門の租税圧カ・純移転収支
• 最終需要にかんする合理的な仮定に基づいて，単にシミュレーションを行ったものにす
ぎない。したがってその有用性は，来たるべき或いは望ましい事象を予測する点にあるの
ではなく，むしろ過去とともに未来をも展望できる時間的な広がりのなかで，重要なマク
ロ経済変数の位置づけにかんする分析を展開する点にある。未来が展望できれば，そこか
らこれらの変数のあり得べき推移は（おのずから）見通されるであろう。
税収プラス社会保障費と GDPとの比率〔％〕は，われわれが「租税圧力」と呼ぶ変数
であるが， 1974年以来続いている一ーその前の10年間と比べて著しく高い—その趨勢的
な上昇は1987年にあらたに加速した。これは，信頼できるデータが存在するようになって
から最も租税圧力が高まった年度なのである。政府部門によっ・て実現された財・サービス
の最終需要つまり公共投資プラス公共消費も，この1987年に対 GDP比を大いに高めた。
こうした高まりは， 1964年から続いている歴史的な傾向に沿ったものである。ただし1979
年~1983年の5年間は例外で，その期間には，公共消費の対GDP比〔％〕が2ボイント
余りも急上昇したのである。逆に，純移転収支〔社会保障給付など〕は1987年に， 2年連
続して，比率でみれば大きさがほとんど弁別できもいほどの（わずかな）低下を示した。
こうして純移転収支の伸びが抑制されることによって， 1975年に経済危機が始まって以来
そうした移転収支が課してきた持ちこたえがたい傾向一ーそれは，スペイン経済に存在す
るあらゆるタイプの非効率性を予算面で大いに反映したものである一ーが打破されること
になり，・スペイン経済の負担は，実質GDPの大幅な成長につれて，非常に著しく緩和さ
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れたのである。
政府部門が租税圧力をつうじて民間部門から徴収した財源の上記のような推移①から，
純移転収支をつうじて他の諸部門に還元された部分③プラス最終需要にもとづく共用（社
会的）サービスを充足させるために振り向けられた部分⑧を差し引いた結果として，政府
部門のファイナンスの能力もしくはその必要〔公共赤字〕が算出されるが，これもまた前
年に続いて均衡財政を回復させる方向に作用した。事実，政府部門が実際に支払った利子
負担を歳出から除いたうえで決算を見てみると， 1987年には一ー10年間も赤字が続いた後
に一初めて均衡が達成されたのである。こうした決算の改善によって，この10年らい公
， 債に見られた傾向の転換がついに可能になり，いまやその公債の将来の推移も 2年ほど前
に比べればいくらか安心できるものになった。
1987年度に生じた諸変化を要約して表現すれば，大きく均衡を回復した政府部門の経済
活動に好ましい（プラスの）イメージが付与される。しかしこうしたイメージは，将来を
展望した観点からも見直さないと，完全とは言えない。 1993年の時点おいて1-16図に示
された (2種類の点線内の）領域に各変数があるものと仮定し，かつシミュレーションを
行った際の仮定が満たされるものと想定すれば， 1987年は積極的な年度として現出するで
あろう。つまり，際立った GDPの成長があり，また財政政策も均衡に向けて発進したか
らである。こうした大幅な均衡化は，数年にわたる租税圧力の適度な上昇でもって確かな
ものにされたのであろう。その上昇はまた，経済の持続的な成長のもとで一ー最終需要が
より大量でより良質の公共的〔社会的〕サービスの提供を求めるようになる傾向を維持しつ
っ，また GDPに占める純移転収支のウェートの上昇を，利子負担の削減と公企業の健全
化（措置）とによって抑制しつつ一ースペインの租税制度が運用面で改善された結果なので
あろう。これらはすべて， 1988年にむけて計画された財政政策の明示的な目標であるが，
現時点におけるその遂行状態からみて諸マクロ変数は，—決算での収支均衡を再び達成
しつつ，またスペイン経済において民間投資雇用および実質 GDP がi~有利に成長す
るように公債を膨張させつつ一ー1-16図で示された領域内にあるものと思われる。
．財政政策が均衡予算を回復させた以上， （次に）その政策は，民間部門が一ースペイン
経済の雇用と均衡成長を，．他の工業諸国の平均をも上回って押し上げるようなー一投資率
を維持するうえで必要なファイナンスを，現在のマネーサプライ管理政策のもとでも十分
に可能にする資金源をもたらすであろう。しかも，こうした資金が提供されるだけではな
く，金融制度の自由化も促進され，また金融諸機関の競争が刺激されることによって貨幣
政策の伝播（浸透）も容易になるであろう。かくて，経済諸政策をより拡張的に組み合わ
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せる一ーその揚合，名目利子率を短期的に引き下げる役割は貨幣政策に負わされる一ーの
ではなくて，•財政政策には実質利子率の引き下げにおいて大いに有効性を発揮させ，他方
で貨幣政策は物価の安定性と両立するよう名目利子率を推移させるのに振り向けられるこ
'とになろう。
次に，政府部門の主たる非金融収入と支出の最近の推移をより詳しく述べることにしよ
う。 1-26表には，この部門の所得勘定と所得・資本の利用状況が，その経済活動に課せ
られた予算制約が反映されるように整理したうえで示されている。 1985年のデー タは，
INEによる暫定値として公刊されたものであり， 1986年と 87年のそれは，国家行政監査
局による中央政府と社会保障制度にかんする完全な情報と，地方政府の当初予算の予測値
—その執行についての確かなデータは不足している一ーから，スペイン銀行が推計した
ものである。こうした注釈は，それらの推計が~切な情報が利用できる際には修正さ
れるべきー一暫定値である点に注意を喚起しているのである。その推計を行うのに用いら
れた方法は，時系列のある種の均質（連続）性を得るために， INEが適用した方法に出
来るだけ沿うように仕組まれている点も指摘しておかねばならない。ともあれ，そうした
、対 GDP比の時系列は， 1-1? 図で1980年~1987年の期間について示されている。
1987年には何よりも，政府部門の純可処分所得の加速化な伸びが際立っている。それ
は，すでに1986年に24.6彩も伸びていたが， 1987年にはさらに急速に増加して〔33.7彩増〕
GDPの15.7彩を占めるに至った〔86年に比べて2.7 96ボイント増）。このように大きな
伸びは，第一に租税圧力の劇的な上昇〔2ボイント〕によって説明されるが，しかしまた
1987年に支払われた利子〔それは，同じ年に発生した利子を大幅に下回った〕の負担が
GDPの0.5ボイント，補助金も同じく 0.2ボイント， そして社会保障給付も 0.2ボイン
卜弱，それぞれ削減されたことからも説明される。他方， 2.7ボイントも伸びた政府部門，
の可処分所得は，赤字の縮小に優先的に振り向けられ〔2ボイント）， その部門の最終需
要の増加にはそれほど用いられなかった＇〔消費が 0.5ボイント増で，投資は0.2ボイント
増にとどまった）。要するに，当然ながら簡素化されたマクロ経済の観点からみれば， 19g7
年の財政政策は，前年に方向づけられた特徴を強めたということになる。すなわち財政政
策は，スペインにおける他の（政府以外の）経済主体の所得形成の側では（租税圧力をつ
うじて）縮小的な行動を採り，し＇かも財・サービスの最終需要の側では（みずからを犠牲＇
にして他の経済主体に）拡張的な影響を及ぼした結果，政府部門へのファイナンスの必要
性はかなり低下したのである。そ•こで， この簡素化をさらに押し進めて結論を出せば，
1987年の財政政策はスペイン経済においてグローバルな拡張効果を-その前年よりも弱
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1 -26表政府部門の歳出と歳入
単位： 10億ペセタ
1985 I 1986 I 1987 
1. 経常収入 9,628.3 11,481.4 13,415.3 
生産税・輸入税 2,686.9 3,557.4 3,890.2 
所得税・資産税 2,378.4 2,690.3. 3,718.2 
社会保障費 3,674.1 4,178.4 4,671.3 
利子・配当• その他 324. 7 356.8 309.4 
各種の経常移転収入〔a〕 564.2 698.5 826.2 
2. 経常移転支払 6,282.8 7,313.2 7,843.9 
社会保障給付 4,168.1 4,730.6 5,208.6 
利払い① 900.0 1,242.2 1,204.6 
補助金 738.7 774.8 796.5 
各種の経常移転支払〔a〕 476.0 565.6 634.2 
3. 純可処分所得 (1-2) 3,345.3 4,168.2 5,571.4 
4. 公共消費 3,906.6 4,443.3 5,131.5 
公務員の報酬 2,975.1 3,308 2 3,692.3 
財・サービスの純購入 7,62.7 940.6 1,230.3 
固定資本減耗 168.'8 194.5 209.9 
5. 公共投資rb〕 1,045.0 1,140.7 1,343.9 
6. 資本収入 118.1 148. 7 164.4 
資本課税 58.4 78.6 88.2 
資本移転収入 59.7 70.1 76.2 
7. 資本移転支払 640.8 768.2 749.3 
8. 調整：固定資本償却 168.8 194.5 208.9 
9. ファイナンスの能力〔＋〕8／)必要〔一〕 -1,960.0 -1,840.8 -1, 280.0 (3-4-5+6-7+ 
〔参考〕
租税額十社会保障費 8,797.8 10,504.7 12,367.9 
総支出 (2+4+5+7) 11,875.2 13,665.4 15,068.6 
純貯蓄 (3-4) -561. 3 -275.1 439.9 
利払い後の赤字 (9ー①） ー1,060.0 -598. 6 -75.4 
出所〕 1985年は !NEによる。 1986年と87年は国家行政監査局の情報によってスペイン
a〕経常的な国際協力（援助）を含む。
b〕総固定資本形成プラス土地の純獲得。
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〔金融勘定を除く〕
増 加 率 形 対 GDP比彩
1985 I 1986 I 1987 1985 I 1986 I 1987 
15.3 19.2 16.8 34.5 35.9 37.7 
16.6 32.4 9.4 9.6 11.1 10.9 
14.0 13.1 38.2 8.5 8.4 10.5 
1. 9 13.7 1. 8 13.2 13.1 13.l 
29.0 9.9 -13.3 1. 2 1.1 0.9 
23.1 23.8 18.3 2.0 2.2 2.3 
20.2 16.4 7.3 22.5 22.9 22.0 
14.4 13.5 10.1 14.9 14.8 14.6 
76. 7 38.0 -3.0 3.3 3.9 3.4 
5.0 4.9 2.8 2.6 2.4 2.2 
27.6 18.8 12.1 1. 7 1. 8 1.8 
7.2 24.6 33.7 12.0 13.0 15.7 
13.3 13.7 15.5 14.0 13.9 14.4 
12.9 1. 2 1.'6 10. 7 10.4 10.4 
14.6 23.3 30.8 2.7 2.9 3.4 
14.0 15.2 7.4 0.6 0.6 0.6 
37.5 9.2 17.8 3. 7 3.6 3.8 
86.9 25.9 10.6 0.4 0.4 0.4 
・. 
27.8 34.6 12.2 0.2 0.2 0.2 
241.1 17.4 8. 7 0.2 0.2 0.2 
27.7 19.9 -2.5 2.3 2.4 2.1 
14.0 15.2 7.4 0.6 0.6 0.6 
42.2 -6.1 -30.5 -7.0 -5.8 -3.6 
14.5 19.4 17.7 31. 5 32.8 34.8 
19.5 15.1 10.3 42.5 42.7 42.4 
-2.0 -0.9 1. 2 
-3.8 -1.9 -0.2 
銀行が推計した。
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1-1? 図政府部門の非金融収入と支出
〔対 GDP比〕
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まったとはいえ一一発揮し続けた，ということにだろう。
租税圧力の上昇は1987年に著しく加速した〔1987年は2ポイント増で1986年は 1.3ポイ
ント増であった］。ところで， 1986年の税収の大半は， IVAの導入が成功したこと以外に
は生産税と輸入税（の増収のみ）に依っていた。なぜなら公共部門は，石油価格の下落と
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ドルの減価がスペイン経済にも、たらした実質所得トランスファーの約3分の2を留保して
いたからである。それに対して， 1987年に38形を超える目覚ましい率で増加したのは，個
人ならびに法人への所得課税であった。こうした事実を確認すると，つぎにその原因やそ
の効果，そして将来におけるその持続性にかんしてさまざまな疑問がわいてくる。
まず，その（所得税が急増した）原因を説明するのに手掛かりとなる要因は，疑いな
く，最近の2年間におけるスペイン経済の成長に見出されるが，しかしこの要因は，それ
だけでは観察された増加の半分以上も説明できないのである。 残りは，①スペインの税務
管理が明らかに改善されたことによっておそらく納税者がその義務をよりよく履行し，個
人所得税にかかわる申告は1987年に11彩も増加した点，③前年（度）に発生した所得にか
かわる階層別割当額cuotadiferencialが今年度に徴収された点，そして③大企業に課さ
れた源泉徴収税の国庫への納入期間が1987年に変更された点に求められる。かくて， IVA
の導入は，それが可能にした納税申告の十全な管理の可能性をつうじて，税務運営を根本
的に改善したものと思われる。さらに現行の会計方式によれば， 1986年に生じた所得の増
加分は，それに見合う税額を階層別割当額〔による税収〕とともに1987年に徴収されるこ
とになる。最後に，源泉徴収の納税期間が毎四半期から毎月に変更されたために， 1987年
に（かぎり）この税収は12カ月分ではなく14カ月分計上されることになった。
それらの効果について言えば，スペイン経済の消費関数にかんする手元のいずれの推計
値を見ても，所得税や資産税の増徴に伴う家計の可処分所得にたいする強いインパクト
〔そこから，上記の源泉徴収期間の変化に起因するあの増加分，・つまり家計の所得（その
もの）に影響しない部分を除いたとしても〕が，家計の消費にたいしてマイナスの影響を
与えずにはおかなかったことは明らかである。それにもかかわらず民間消費が実質で5.5
彩も伸びた原因は，前に指摘したように，他の実質可処分所得の項目が拡大した点と，ぉ
そらくまた雇用の推移が好転したり資本利得（キャヒ°タル・ゲイン）が得られたために，
将来の所得にたいする期待が改善された点に求められる。こうした期待の改善によって，
消費者の側で将来の購買力を現在に移行させるために利用された消費者信用の大幅な増加
が説明されるであろう。かくて，今後に期待される.iiJ大きな所得に依拠して現下の消費
がファイナンスされたのである。
こうした加速的な租税圧力の上昇の将来における継続性については，①それが実際に可
能であるのか，また②それが望ましいのか否か，という観点から自問されねばならない第
三の問題である。①にかんして，税収がこれほど著しく伸びたのは経済活動の回復が活気
に満ちていたからであるという認識があるとすれば，それはスペインの租税制度にそなわ
251 . 
458 闊西大學 r継清論集」第39巻第2号 (1989年7月）
った税収の所得弾力性（税収の変化率/GDPの変化率）についてバランスを欠いた考え
方を露呈してい・ることになろう。納税者の側が現行の課税規準をこれまでどおり履行する
と仮定すれば，この弾力性は（なるほど） 1.3前後になるものと推定されるが，‘ しかしこ
れは．，近い将来 GDPの0.9彩ボイントに相当する租税圧力の〔年間〕上昇しかもたらさ
れないことを含意しているであろう。しかし，いま（②の）その望ましさを評価する鏡点
にたてば，もし脱税の減少（摘発）さえ順調に進捗するなら，スペインの租税制度の潜在
的徴税能力の大きさから見て，納税者の負担は大きく増加するはずがないと言える。むし
ろこうした有利な推移は，ーー1988年度予算で認められた方針に沿いつつー一今 (88)年
度以降も，①租税圧力が弱まり，そして②それによって納税義務を果たしている諸個人の
可処分所得が〔総租税収入を低めることなく〕押し上げられる，という余地を拡大してい
るのである。
1-17図から分かるように，もし租税圧力の上昇が抑制されれば，それは経常的な所得
税と資産税についてとくに減税効果をもつであろう。これらの税の対GDP比は1987年に
2.1彩ボイントも高まったからである。 これまで経常的な税収に見られた良好な推移が持
続さえすれば， 1987年における総所得が84万ペセタ以下の雇用者について，その個人所得
税の申告（納税）義務が免除された以上，そうした方向への第一歩が踏み出されつつある
ように思われる。
所得税と異なって，依然として政府部門の第一の財源である社会保障費は，昨 (87)年
度においてもその対GDP比を維持し， 1984年以降13.1彩前後のレベルをしっかりと保っ
てきた。他方，生産税と輸入税の伸びは， 1987年に名目 GDPの成長率よりも低かった
〔9.4彩J.が，その主たる原因は，石油専売（株式会社CAMPSA)の所得ー一その一部
は特別税として納められる—~が1986年の3337億（ペセタ）から1987年には1116億に下が
ったからである。これらの間接税がこのように弱い伸びを示した結果，その対GDP比は
1987年に0.2(ポイント）低下し，かくて80年代の初頭から見られた（上昇）傾向は， 1 
-17図から明らかなように打破されたのである。しかし， GDPに占めるこれらの租税の
ウエートが一定のままで推移することを予想させる根拠は何もない。むしろ，スペインが
ヨーロッパ単一市場に統合されるにつれて，みずからの間接税や社会保障の機構を他のヨ，
ーロッパ諸国で実施されているものに適合させていかねばならないであろう。このこと
は，生産税と輸入税の対GDP比が， 1980年~85年の期間に見られたような上昇傾向を再
びとるであろうことを示唆している。．他方，それに並行して社会保障費は徐々に低下する
であろう。
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歳出については，対 GDP比でほぽ0.2 (ポイント）の低下をみた社会保障給付のゆる
やかな伸び (10.1%〕と，対 GDP比で0.5ボイント軽減された利子負担を特筆しなけれ
ばならないが，これは， 1986年に公共部門へのファイナンスの必要性が低くなり，また公
債の現有残高にかかる利子率が下がった結果である。社会保障給付の経年的な推移を見れ
ば，それが景気循環に密接に依存していることが分かる。その原因は，社会保障給付のな
かでも最もウェーートが高い〔全体のほぼ3分の2を占める〕のは経済的給付である点に求
められる。そして経済的給付全体のなかで，失業（保険）のカバー（支給総額）は2351るに，
また退職者の年金総額は69形に相当する。失業保険は， それによって保護されている人
々の割合が小さいとはいえ， とくに反景気循環的な公共支出のひとつである。また，退職
者の年金は，長期でみるとそれにたいして支配的な影響力を発揮するのは人口要因である
けれども，短期的にはインフレ率と非常に密接な関係をもっている。他方，利子負担は，
これまでの財政不均衡が生み出した負債と，やはりインフレ率に依存する名目利子率とに
よって左右されてきた。
その結果，もしスペイン経済が持続的な実質成長を達成でき，また低いインフレ率を維
持できるならば，社会保障給付は一＿現在の規制を続けつつー一その対 GDP比をゆっく
りと高めていくであろう。なぜなら，人口要因が年金支出に上昇圧力をかけ続けるだけで
なく，雇用増の影響も，失業給付総額の軽減よりもむしろ失業（保険）のカバー（支給額）
の向上に反映されるであろうからである。他方，利子負担は，①政府部門のファイナンス
の必要性が低下してゆき，③公債の増勢がはっきりとした減少に転じ，⑧また名目利子率
が低下するにつれて，減少する傾向を示すであろう。
将来その対 GDP比が低下するものと期待できる他の支出項目は，経営補助金および資
本移転として一括されるグループである。 1-17図から観察でき，また1-26表から算定
できるように，こうした支出グループ全体のウェートは1987年にすでに 0.5形ボイント低
下しており，さらに削減できるいくらかの余地も一ー一定の公企業の健全化（措置）にお
いて前進が見られるならば—まだ残っている。とはいえ，こうした余地の大きさは確定
的なものではない。なぜなら，多くの鉱業活動で生じたようにそうした健全化（措置）が
実現可能でない場合もあり，また公共輸送・郵便・通信の諸サービスで見られるように経
営補助金が低価格維持政策の—あるいは農業政策の場合には高価格維持政策の一不可
欠な部分をなしている場合もあるからである。〔これらのサービス活動は， 当該サービス
の効率性を高めるための投資をファイナンスするのに， 補助金以外にも大量の資本移転
を必要としているJ。その他の支出については， 要するに， 同額の他の支出によって代替
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されるべきもの一ーたとえば無償の基礎的教育を保証するための支出ーーがあり，また財
政支出の最も不明瞭な経路を介してより低額の収入に転化するもの一ーたとえば低所得の
家計が住宅を取得する際に金利（負担）を補助する場合—も存在するのである。
最後に， 公共消費支出と公共投資支出は， 1-17図から確かめられるように， その対
GDP比を非常に着実に高める持続的な傾向を示しているが． それらは1987年にあらたに
0.7彩ボイントの上昇をみたのである。公共消費の伸ぴは， 主として財・サービスの純購
入によって促進され， 結果的に政府部門の最終需要のなかで最も拡張的な項目になった
が，その増加率は1986年に23.3%,1987年には30.8%であった。公共投資も1987年に17.8
彩増加したと推定されているが，この率は大いに不確かなものである。というのも，公共
投資の大部分を遂行している地方行政機関の情報が不十分であるからである。これらの変
数にかんする将来のありうべき推移は，国の1988年度一般予算に織り込まれている財政政
策の展開方針から推量できる。すなわちその方向は，①国家財政への保証（融資）プロセ
スを維持すること，③司法・教育・保健衛生などの分野の優先権を確保しながら．公共的
・社会的サービスの提供を拡大し改善するように支出を再絹すること，である。かくて，
こうした政策が何年間か持続されると，歴史的な趨勢から推して，政府部門の最終需要の
対 GDP比は高まり続けであろうが，しかしそのことによって政府予算の均衡が脅かされ｀
はしないであろう。
1987年の政府部門の経済活動にかんするこうした分析を終えるにあたって，次のような
決定的な事実を特筆しておこう。すなわち，政府部門の総決算に見られた著しい改善は，
スペイン経済がこの (1986年~87年の） 2年間にわたって力強く回復した成果であり，ま
た歳入を増加させつつ移転（支出）の増勢を緩和させた財政政策の成果でもある，、という
点である。同時に，こうした事実が確認できるなら，そこから将来への洞察も示唆される
であろう。租税圧力の加速的な上昇と移転（支出）の抑制に伴う最初の効果ーーそれら
は，スペインの経済状況の好転と，租税制度の運営や保証融資にかんする現行の諸措置の
改善とによって可能にされた一ーが，政府部門に均衡予算をもたらすうえで実際にほ不十
分であった以上，こうした目標を達成するには一ー将来のために望ましいよりゆるやかな
租税圧力の上昇と，スペイン経済が達成できる持続的な成長率とに合致するよう一ー公共
部門の最終需要の伸びを制限する追加的な措置が必要になろう。
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